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序章 地域雇用政策の登場と概念の変化 

 

第 1 節 地域雇用政策の位置づけと特徴 

 地域雇用政策は、地域を単位として、雇用政策と地域開発政策という 2 つの政策体

系を一体的に検討する点に特徴がある。本研究では、地域雇用政策が経済や社会の状

況に応じてその目的や概念を変遷させてきた過程を明らかにする。地域雇用政策は地

域産業や経済の開発に関わり、就業機会を形成するとともに、そこでの労働力需給調

整を行う機能を政策実施の構造として持つ。また、施策を立案、計画、実施する段階

で地域主体がそれらの形成に関わることで、労働者が就業による賃労働機会を獲得す

るだけでなく、個人･世帯の暮らしの基盤となる社会関係や生活基盤の再構築に関与

する仕組みを有している。以上のような点から、本研究では現在の地域雇用政策が、

地域社会と生活の維持に固有の意義を果していることを明らかにする。 

 雇用政策は、労働に関わる政策全般の一領域である。労働政策は、日本国憲法第二

十七条「労働の権利・義務」にもとづき、労働条件その他の労働者の働く環境の整備

及び職業の確保を図るために実施される。厚生労働省が扱う労働政策は、①労働条件

（労災保険、最低賃金部会）、②安全衛生（じん肺部会）、③勤労者生活（中小企業

退職金共済）、④職業安定（雇用対策、雇用保険、労働力需給制度）、⑤障害者雇

用、⑥職業能力開発（若年労働者）、⑦雇用均等（家内労働部会）、の 7 分野に分類

されている1。現在、このうちの職業安定事業に雇用政策は位置付けられている。雇

用政策の目的は、1966 年に制定された雇用対策法によって「労働者の職業の安定と

経済的社会的地位の向上とを図るとともに、経済及び社会の発展並びに完全雇用の達

成に資すること」（第一条）と定義されている。この雇用対策法制定により、雇用対

策基本計画の策定や職業紹介、技能訓練による労働力の需給均衡を目的とする雇用政

策について、国が政策主体としての責任を負うことが根拠付けられた。これにより国

家が、労働者個人や社会の雇用状態による安定を目的とする社会政策的側面と個人や

経済及び社会の生活の向上や発展といった経済政策的側面といった、経済成長の促進

とそれによって生じる社会的なひずみの調整という相関する領域を統合的に扱うこと

が求められるようになった。この背景には、1966 年の雇用対策法制定当時は、先進

国で取り入れられた福祉国家型の資本主義体制の推進が目指されていた時期であり、

国家単位の経済成長を柱に国民生活の安定を保障し、労働市場においても国家の主導

による需給調整が行われた。経済成長と福祉の充実が同じベクトルで検討されてお

り、雇用政策による成長促進と社会政策の達成は矛盾なく受け入れられていたと言え

る。 

その後、労働力供給の課題から、雇用調整助成金などを用いた労働力需要の拡大・

維持へと、雇用政策は課題を変化させながら労働市場の調整を行ってきた。このよう

な中で、構造不況地域や恒常的な高失業地域など、地域経済や産業の状況に応じた地

                                                           
1厚生労働省労働政策審議会は、2001 年 1 月 6 日、厚生労働省設置法第 6 条第 1 項に基づ

き設置されている。労働政策審議会は上記 7 分野の分科会を置き、労働政策審議会令に

基き各掌握事務が分類される（2013 年 10 月時点）。 
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域的な労働市場の需給課題への取組みが求められるようになった。地域を対象に、経

済と雇用を一体的に考える必要性が認識され、1987 年には、地域雇用開発等促進法

が制定された。これにより、地域を対象とする雇用政策が体系化された。具体的な政

策内容は、労働力の形成に関わる職業教育・訓練政策、雇用調整助成金等の失業予

防、労働力配置・移動に関わる職業紹介政策、雇用の中断に対応する失業対策等であ

る。しかし、この段階では実施単位は地域であるものの、雇用政策の主体は依然とし

て国家であり、地域雇用政策も国による地域間の雇用・失業状況の不均衡是正、労働

市場の綻びに対する調整の取組みであった。1987 年法では、地域を単位とした開発

と雇用課題の統合的取組みという視点が導入された点で、契機としての意義を持つ

が、現在のような地域の主体的役割を定義に含む地域雇用政策の体系ではなかった。 

 1990 年代以降、経済の長期不況やグローバルな産業立地、企業活動の拡大、雇用

情勢の悪化、日本型雇用慣行の改変、若年失業者の増加といった経済、産業、雇用課

題に変化が見られた。雇用政策自体も、最後の基本計画となる 1998 年の雇用対策基

本計画においては、「雇用であるかどうかにかかわらず、安心して働くことのできる

条件の整備を図るとともに、働き方の多様性を認めあうような社会をつくること」を

政策目的とするに至った。従来の正社員雇用を前提とした労働市場における職業紹介

や需給調整に限らず、非営利セクター等の仕事も含む領域まで雇用政策の対象を拡大

し、「働き方の多様化」として受け入れることで長期的な失業率の上昇に対応しよう

とした。また、1990 年代には国と地域の関係・役割の見直しが進められた。集権的

な行財政構造から、地域主体の自立へと国の地域施策の方向性が転換する中で、2000

年に地方分権一括法が施行された。分権化に関わる雇用政策への影響は、2000 年に

改正雇用対策法が施行され、地方自治体が国と共に雇用施策に関わることへの努力義

務が求められたことに現れ、地域雇用政策への関心が高まることとなった。 

近年、雇用政策の課題として「今後の日本の成長を担う産業の育成と一体となった

雇用政策」「新たな地域雇用の推進」「日本の将来を担う若年者等の就労支援」の 3

点が掲げられるなど、地域雇用政策が雇用課題を考える新たな枠組みとして注目され

ている2。その背景には、グローバル経済化による国際的な産業の分業体制や経済構

造の変化、行財政の構造改革、地方分権化の影響により、雇用政策全般や地域雇用政

策は制度を変化させてきたことがあげられる。また、経済活動や産業集積の単位とし

てだけでなく、社会福祉や生活サービスを考える単位として地域が注目されるように

なったことも指摘できる。そのため、内閣府が実施する NPO や社会的企業等の非営利

活動を潜在的な雇用吸収力を持つ事業とみなす地域社会雇用創造事業なども、広い意

味での地域雇用政策の領域に含まれている。以上のことから、地域雇用政策が注目さ

れる理由として、従来の経済や産業と連動した国家レベルの雇用政策が扱ってきた雇

用機会創出だけでなく、福祉や地域資源活用、地域再生の領域と関わる生活圏レベル

の事業創出による雇用の場づくりが期待される点にあると考えられる。 

このように、地域雇用政策は対象領域や政策意義を時代ごとに変化させながら現実

的課題に取り組んできた政策であると言える。 

                                                           
2厚生労働省雇用政策研究会[2012]17 頁。 
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第 2 節 地域雇用政策をめぐる先行研究の整理 

地域雇用政策は、現在の社会構造の変化に応じて講じられる経済・産業政策と雇用

政策を地域レベルで連携する必要性がある、という認識から作られた政策体系である。

地域雇用政策の先行研究においても、労働・雇用や社会保障の視点から地域雇用政策

を検討する社会政策分野からのアプローチと地域活性化や地域経済発展といった地域

経済や地域産業振興の分野からのアプローチが見られる。現代の地域雇用政策の形成

には、グローバル経済、地方分権化・地方自治といった行財政改革や日本型雇用慣行

を含む社会経済システムの変化が影響を与えており、これらの現代的課題の分析の上

で、両アプローチにおける地域雇用政策の意義が検討されている。 

第一の社会政策の体系に関わる研究では、1990 年代以降の日本型雇用システムの

安定性のゆらぎ、非正規雇用者や若年失業者等の貧困といった、社会システムの綻び

が拡大する中で社会政策の体系の再定義の動きがあらわれた。その中で、社会政策に

おける国家と地域の役割や雇用・失業政策と福祉政策との連携に関わる議論が行われ、

地域雇用政策もその一つのテーマとされた。そのような中で、佐口［2006］は、第一

に地方自治体が地域雇用政策の立案・執行、その結果に対する責任を負うという点で、

主体的な役割を果たすこと、第二に政策理念とその手段が一貫性と体系性を持つもの

であること、第三に雇用政策としての固有の意義を地域雇用政策が持つこと、という

3 点を地域雇用政策であるための要件として挙げ、2000 年以前にはこのような地域雇

用政策が日本では不在であった事を指摘している。特に第三の固有の意義に関しては、

雇用と福祉関連施策との連携の可能性を指摘する。また、佐口[2011]は、2000 年以

降地域雇用政策が深化しつつある理由を、福祉課題に取り組む基盤として生活領域で

ある地域が注目されている点を指摘する。佐口は、産業や福祉等の包括的な実施領域

を持っている地域雇用政策の枠組みが、「よりよい生活」への指向という雇用・生活

維持システムの変容に繋がる可能性を持ち、地方自治体が雇用を含む福祉サービスの

政策主体となることを展望している。また、澤井［2012］は、人口減少時代、低成長

経済、グローバル経済による労働市場の多様化に国の雇用政策は対応できていない状

況に対し、地域雇用政策が有効性を持つことを評価している。澤井は、ハローワーク

が主に担う一般就労に対応できない就労疎外要因を持つグループに対する支援として、

中間的就労を含む独自の求人開拓や企業とのネットワークの活用の役割を地方自治体

が担うことにより、生活上のリスクも含めた個別支援が可能となる点で地域雇用政策

の意義があると指摘する。一方で、地方自治体が福祉から就労へとワークフェア的な

傾向を持つ中で、地域雇用政策が実施されている側面への注意も促している。 

このような国家や地方公共団体の社会政策の枠組みの見直しは EU で先行しており、

雇用政策に関しても、国や地方自治体の責任範囲、参加方法や主体に関する研究が行

われている。中村[2005]は従来ナショナルなレベルの専権事項であった雇用・社会政

策が多層的ガバナンスに変化していることを指摘している。具体的には、EU という

スープラナショナルのレベルの関与が重要となるとともに、政策実施に関しては地方、

地域といったローカルのレベルの比重が高くなっている状況を指摘する。このような

国と地域の社会政策やガバナンスの変化から、地域雇用政策の意義を問う研究枠組み
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がみられ、長期的な高失業率と若年無業者の増加、貧困の拡大という問題を抱えるヨ

ーロッパを中心とする西側諸国においても地方分権改革とともに地域雇用政策が進め

られた。 

欧州雇用戦略では、雇用と社会保障が連携し、社会連帯の実現への取り組みが行な

われており、社会的企業や NPO 等の第三セクターの役割が期待されている。これら社

会経済が主体となり、地域的なニーズをもとに就業機会を形成し、雇用を通じた社会

参加の機会をつくることが注目された。樋口他[2005]は、国から地方への権限委譲に

よって、地域ニーズに柔軟に対応し、地域特性を活かす雇用創出の仕組みとして地域

雇用の取組みが各国で実施されていることを取り上げた。地域雇用の取組みには、地

方自治体と地域内諸主体のパートナーシップによるものや、地域公共人材の育成によ

るものなど、各国で多様性がある3。例えば、伝統的に政治の力が強いイギリスでは、

地域雇用政策は地域性や「場所」が重要とされる。また、地域の状況が生活に関わる

外部性として影響することを根拠とし、国や地方自治体といった多層的なガバナンス

のもとで地域雇用政策は地方・地域組織の自治権に委ねられて実施されている4。 

第二の地域経済や地域産業の振興に関わる分野からは、地域経済の発展、再生によ

り就業機会を創出するというアプローチが見られる。従来の国家単位による経済成長

の枠組みではなく、地域資源活用や産業集積、イノベーティブな環境といった地域固

有の要因に着目し、地域の持続的発展を目指す視角である。国際的な分業体制のなか

で、地域が独自の産業構造を生み、発展戦略を実施する基盤となることで、地域を発

展単位とした持続可能性を実現することを研究課題としている。岡田［2005］は住民

自治を基本とする自立的な経済圏として、地域内に産業連関構造を築き、資金を回転

させ所得や就業機会を創出する「地域内再投資力」を持つ地域の形成を提議する。ま

た、関満博は一連の地域経営に関わる研究において、地域産業の創出のあり方として、

ものづくりや農商工連携、第 6 次産業といった地域産業振興の取り組みに見られる地

域主体の目標追求姿勢や創意工夫を評価する。多くの研究成果の一つとして、地域産

業創出の担い手に関する島根県高津川流域をフィールドとした研究[関・松永,2010]

では、自然や産業、文化を空間的に分析した後、地域に愛着をもつ生活者や移住者が

地域の資源活用や産業創出に取り組む主体となることが紹介されている。松永[2012]

は産業創出の活動に女性や移住者等の新たな活動主体が登場し、農村コミュニティの

質的変容について指摘している。その他にも、農山村地域の交流人口の拡大や農家の

家計補助的所得の増加といった効果を生む取組みとして、地域レベルの産業創出の方

法である 6 次産業化や農商工連携事業の取組みが注目されている5。 

以上のように、雇用や就業機会形成の単位として、地域は社会政策分野、地域経済

分野の双方からアプローチされてきた。ここでは、従来の国民経済単位の社会保障や

経済成長の限界を克服する、新たな枠組みとして地域が現れている。両者が合流する

                                                           
3
 樋口美雄他[2005]を参照。 

4イギリスの地域雇用政策については、勇上和史[2004] 9-11 頁、アイヴァン・テューロ

ック[2005]127-158 頁を参照。 
5農林水産省[2012]を参照。 
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地域雇用政策の分析では、地域の社会政策と経済・産業の取り組みを統合した分析が

必要である。既に双方のアプローチはいくつかの共通点を有する。第一に、地域雇用

政策が地方自治体や地域住民や事業者等の諸主体が関わることで、多様化する雇用課

題や産業創出課題に適応する政策を実践する可能性があるという主体のガバナンスに

関する評価である。第二に、生活・福祉の現場としてのニーズ把握や関係諸主体との

連携の可能性、地域資源や産業集積を活用する地域特性の活用など、雇用・就業機会

の創出や所得形成の問題は課題との近接性に関する指摘である。しかし両分野とも、

地域の内部構造に注目し、経済、産業、福祉課題が多様であるということは指摘され

ているが、雇用・就業機会の形成について、個人や世帯の生活と地域社会の維持を統

合的に検討し、就業、生活基盤、社会的紐帯に果す意義への指摘は見られていない。

本研究では地域雇用政策が持つ、多面的な意義について検討を行い、現代の地域雇用

政策が持つ枠組みが生活と社会の維持に果す固有の意義を明らかにする。 

 

第 3 節 地域雇用政策の先行事例に関する研究 

2000 年に地方自治体に雇用政策実施の努力義務が求められるようになって以降、

地域雇用政策に関する実態研究が行われている。それらは地域雇用政策の現場として

の地域調査にもとづく研究と、地方自治体の政策形成能力に関する研究に分類するこ

とができる。 

前者には、地方自治体による産業誘致や人材育成の取組みを調査し、地域主体が関

わることによる意義を明らかにした伊藤編［2007］や辻田［2011］による研究や、

大阪府や、府内市町村で実施された就労支援事業における地域組織の果たす役割を取

り上げた研究等がみられる。中山・橋本編[2006]による大阪府泉州地域を対象とする

仕事づくりと地域再生の分析では、産業構造転換がもたらした問題や失業問題に対処

するため、地域雇用政策が幅広い就業機会の形成を担う必要があることが指摘されて

いる。また、橋本は就労と生活支援を同時に行う地域就労支援事業においては、NPO

や社会的企業、コミュニティビジネス、町内会・自治会等が就労の場や社会への参加

機会、生活課題への取組みを行う主体として機能することを示している。 

後者には、勇上・遠藤[2005]、渡辺[2009]、勇上・渡邊[2010]による労働行政研

究・研修機構の研究蓄積がある。勇上・遠藤[2005]は地域再生計画を策定し雇用政策

に取り組む自治体へのヒアリング調査を行っており、事業の経路依存や民間や地域資

源の活用という特徴と専門職員不在の課題を明らかにしている。また、地方自治体に

よる地域雇用瀬政策への対応の課題に関するアンケート調査を行った渡辺[2009]では、

都道府県、自治体ともに地域雇用政策に取り組む課題として「雇用創出に取り組むた

めの財源が不足している」「雇用創出を担当する職員が不足している」「雇用創出の

ノウハウがわからない」を挙げていた。勇上・渡邊[2010]は全国自治体へのアンケー

ト調査を行い地域雇用政策の主体としての自治体の課題を明らかにしている。財源や

ノウハウの不足等の課題を明らかにし、勇上・渡邊は、政策形成経験の有無が自治体

の対応力に差を生むことを地域雇用政策の運用課題として指摘する。 

地域雇用政策に関わる事例研究の分析によって、地域課題に対する近接性や継続的

な地域課題への取組み経験の蓄積を有している自治体が、地域を主体とする雇用政策
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や就労支援事業の有効性が高いことを明らかにしている。各地域の多様性への対応力

が地方自治体や地域組織が有する点、地域経済や社会、生活課題の状況は、個別地域

ごとに異なるが、対象地域で活動する地方公共団体や住民、NPO 等の社会的組織が関

わることにより現実に即した対応が可能となる点を共通する意義として評価している。 

しかし、これらの研究では地域の生活基盤や社会関係といった生活環境を前提に、

生み出された雇用が地域での生活や社会を維持するものとなるか、という視点は分析

視角として含まれていない。本研究では、地域によっては、賃金所得のみにより地域

社会での生活が維持されない、という問題認識を持ち、地域雇用政策研究を行う。そ

のため、地域雇用政策の意義を分析するために、対象地域で生活を維持するために必

要とされる生計や地域の生活基盤の状況を分析視覚として持つ。特に生活基盤が弱体

化し、地域社会の維持が困難な状況が生まれている条件不利地域を事例地域として取

り上げている。生活や社会の維持に地域雇用がどのような意義を持つかという課題に

対して、条件不利地域の事例からアプローチする。 

 

第 4 節 地域社会の変化と生活維持に関わる条件不利地域の課題 

現在の地域課題は、東京への一極集中構造や地方中心都市経済の縮小とその後背地

である農村地域の衰退といった問題として現れている。地域間格差は、国民経済の成

長を目指す国家主導型の地域開発や労働力移動による労働市場の需給調整により、問

題を誘起し拡大してきた。農村の過疎と都市の過密は 1950 年代半ば以降、既に社会

問題となっていた。住民の生活文化水準における著しい格差を是正するため、1953

年には離島振興法、1970 年には過疎地域自立促進特別措置法など、国による地域振

興策が実施された。1970 年代に一時的に所得面の地域間における不均衡が解消され

たが、農村の過疎高齢化問題は構造的な課題として存在していた。1990 年代以降、

国土の均衡ある発展という国の政策方針が後退する中で、もともと地域経済活動や財

政状況が弱体化していた過疎地域では地域間格差の問題を深刻化させた。現在、経済

成長戦略は国レベルの方針が実施されながらも、それにより引き起こされる地域間不

均衡や生活・社会問題への保障に対する国の責任は退行し続けている。このことが、

条件不利地域の問題を一層深刻化させている。 

地域の存続困難が危惧される条件不利地域は、大きく生産条件と生活条件の二重の

不利性を抱える地域である。前者は、農林業や企業の立地戦略における生産性の低さ

から、事業活動に制約が生まれる不利性である。農林業生産においては、中山間地域

等の生産効率が他地域と比較して低い状況がある。また、企業や事業立地は市場から

の距離や集積構造に影響をうけるため、条件不利地域では企業の産業立地が進まな

い。そのため、条件不利地域では就業機会の拡大は難しい傾向がある。後者には、生

活関連サービス等社会資本の不足や共同体機能の低下により生まれる不利性という 2

つの要因がある。第一に、条件不利地域の自治体では、厳しい財政状況や運営コスト

削減の観点から公共交通機関の廃止や病院、教育機関等の統廃合といった日常的な生

活サービス等社会資本が撤退し、生活困難の課題が生まれている。第二に、共同体機

能の低下により、①相互扶助による安心・安全な暮らしの維持や、②共同利用や共同

作業による地域資源管理が機能しなくなっている状況がある。冠婚葬祭や日常生活に
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おいて、住民間の労働力や物品の交換といった相互扶助により維持されてきた共同体

内での生活維持機能が脆弱化している。また、事業者組合の合併に見られるような事

業者の自治の弱体化や集落単位で行われる水管理や畦畔除草、浜掃除といった、水田

農業や漁業の生産活動に関わる共同作業による管理機能の維持困難などが、地域産業

の生産条件に対しても悪化をもたらしている状況もある。このように、現代社会にお

いて、生産や生活の基盤となる地域社会の存続が難しい状況に直面しているのが、条

件不利地域であると言える。 

現在、条件不利地域として、過疎、離島、辺地、半島等の条件を持つ地域が指定を

うけ、それぞれ総務省、国土交通省、農林水産省がその対策を担当している 6。指定

地域はほとんどの場合、過疎化の問題を抱えており、高齢化も進展している点で共通

点を持っている。本研究では、産業基盤や生活環境の地域間の差異が地域雇用政策の

多様性を生むという立場から、条件不利地域という用語を、農業生産性における条件

不利地域という狭義の意味ではなく、自然的、地理的、社会的条件等により産業基盤

や生活環境の維持において不利な条件である地域と定義して用いる。そのため、過疎

地域や農業生産の条件不利地域に限定せず、「条件不利地域」の用語を用いている。 

 

第 5 節 本研究における地域雇用政策の定義と構成 

 一般的には雇用政策は、雇用対策法や雇用保険法にみられるように、雇用・失業課

題に対応するものであり、生産手段を持たない労働者が離職により社会参加や生計獲

得機会を失ってしまうこと、そのことが社会経済の不安に繋がることに対応するため

の政策として実施される。しかし、雇用の多様化により、現在の雇用政策は正社員を

前提とした雇用契約の下での就業に限定しない就業機会や事業創出もその対象と含む

ものとなっている。地域雇用政策においても、①施策の計画・立案・運営に地域の地

方行政や地域組織等が主体的に関与する点、②就業機会形成等による雇用創出という

需要面と教育訓練や募集による労働力供給面との双方を総合した事業としている点、

③地域ごとの課題に応じた事業創出と雇用需給調整を一体的に考える点、に特徴を持

つ。 

本研究では、佐口［2006］の示す現在の地域雇用政策の固有の意義を研究視角とし

て持ちながら、特に地域社会の存立が困難となっている地域として、条件不利地域を

焦点的に見ることで、地域社会の維持とそこで働きながら生活する環境のあり方につ

いて検討することを目的としている。このような問題関心により、本研究では地域雇

用政策を、現在の経済・社会構造の中で固有の意義を持つ政策であると定義する。そ

                                                           
6現在の条件不利地域対策の対象地域は、離島振興法（1953 年制定国土交通省）、奄美群

島振興特別措置法（1954 年制定国土交通省）、豪雪地帯対策特別措置法（1962 年制定国

土交通省）、山村振興法（1965 年制定農林水産省）半島振興法（1985 年制定国土交通

省）、過疎地域自立促進特別措置法（2000 年制定総務省過疎対策室）、特殊土壌地帯災

害防除及び振興臨時措置法（1952 年制定農林水産省）がある。総務省 HP「地域力の創

造・地方の再生」条件不利地域の地域振興（2014 年 2 月 17 日アクセス）。 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/tiiki.html）  

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/tiiki.html
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の上で、地域社会での生活には、社会インフラや生活サービスの供給に加えて、共同

体による連携と義務、土地や住居など個人の持つ生産手段の状況の違いにより、生活

維持の課題は異なり、生計維持のための労働のあり方も異なる。また、地域雇用政策

には、賃労働の機会としての就業機会形成だけでなく、社会参加の機会や社会的紐帯

をつくること、地域社会の生活サービスを提供することといった、多面的な機能・効

果をも期待されうる。本研究では雇用・就業機会が自立的な地域の仕組みを再構築す

る手段となるという仮説に立ち、地域生活者や地域社会の維持に取組む点で、地域雇

用政策の新たな意義を明らかにする事に取り組む。また、これまでの雇用政策の対象

であった失業や雇用安定の課題への対応だけでなく、地域社会と個人や世帯の生活課

題との関わりを分析対象とする。そのため、生活や社会維持が困難な局面を迎えた条

件不利地域を事例とし、地域雇用政策が地域の構造的課題に与える影響を観察する。 

本研究の構成は以下のとおりである。まず第 1 章、第 2 章で地域雇用政策の形成過

程について整理し、地域雇用政策の独自性として以下 3 点を明らかにすることを目的

とする。第一に、経済や産業集積により引き起こされる失業課題への対応から、人口

や社会構造といった地域単位の多様な課題に取り組む雇用のあり方へと雇用創出の課

題が変わってきたという点。第二に地域雇用政策がその対象者を、失業者や労働者の

雇用維持だけでなく、生活を総合的に支援する必要のあるグループや家計補助的な所

得形成を必要とする人に対しても雇用機会の提供をするようになった点。第三に、地

域を主体とする雇用政策が多様な地域課題に応える側面を持つ一方で、自立・自助を

掲げる新自由主義的な地域の自己責任論を強化する性格を持つ点である。第 1 章では、

戦後から 1987 年の地域雇用開発等促進法の成立時期までの「地域」の雇用問題や就

業機会創出の問題が、経済成長戦略や政治問題との関わりで労働行政、失業対策、地

域開発の 3 つの領域でどのように展開されたか、3 つの領域が地域雇用政策に接合し

ていく背景と、条件不利地域の地域問題がどのように形成されたのかを示す。2 章で

は地域雇用対策等促進法の制定以降、1990 年代以降の産業構造の転換と国や自治体

の行財政構造の変革の中で地域雇用政策がどのように変化したかを示す。特に、2000

年以降、地域を主体とする雇用政策が注目され、産業政策の近接と生活課題への対応

を課題とされるとともに、国家や住民、共同体といった各主体の責任と役割が大きく

変化してきた過程を示す。 

第 3 章以降では、石川県珠洲市と島根県海士町との事例を用いて条件不利地域の地

域雇用政策の取組みと、それによる生活や社会システムの再構築のプロセスを分析す

る。第 3 章では住民の生活基盤に関する聞き取り調査をもとに、地域の生活維持に対

して地域雇用政策が与える影響とその限界について観察を行った。その上で、地域雇

用政策で生まれた就業機会の意義を検討する。第 4 章では、島根県海士町の事例をも

とに、地域の維持可能性に対して行政や住民が主体的な役割を果している状況を観察

する。また、地域雇用政策の枠組みを用いて教育や医療・福祉などの地域内の生活サ

ービスの提供体制を再整備し、同時に就業機会としても活用することで地域に住み続

けるための環境整備を行っていることを観察する。これらの分析を通じて、結論とし

て、地域雇用政策が地域の生活と社会の維持という課題に意義を持つことを示す。 
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第 1 章 地域雇用政策の設立背景とその意義 

 

はじめに 

本章では、戦後から地域雇用政策の根拠法である 1987 年の地域雇用開発等促進法

が制定されるまでの地域の雇用課題と経済・産業成長への政策的な取組みを整理し、

それらの合流点としての 1987 年地域雇用開発等促進法の意義と限界について検討す

る。1987 年の地域雇用開発等促進法に注目する理由は、同法が雇用政策課題の改善

の単位として「地域」を設定し、地域開発と雇用課題を総合的に扱う枠組みを提示し

た点にある。地域雇用開発等促進法により、地域雇用政策の基本体系が形成されたと

評価できる。 

戦後の労働市場課題は、大量失業への対応から高度経済成長期の労働力不足、石油

危機以降の労働需要不足へと時代ごとに大きく変遷した。雇用政策も、労働力移動、

離職の抑制・離職者対策、雇用創出策へと政策内容を変化させながらそれらの課題に

対応してきた。地域雇用開発等促進法の制定以前の地域に関わる雇用対策は、国家単

位の経済成長と社会保障制度を基本とする国民国家単位の雇用政策の中に位置付けら

れていた。 

1987 年の地域雇用開発等促進法が、それ以前の地域を対象とする雇用失業対策と

大きく異なる点は、地域雇用政策が産業政策や国土開発政策と連係し、政策範囲を地

域開発と関わる幅広い内容に拡張した点にある。具体的には、労働力移動や公共事業

等の政府直営方式による雇用需要の創出だけでなく、民間の雇用創出のための事業資

金の投資に対しても助成金の給付対象とするなど、地域の経済活動を活性化するため

の支援も含まれるようになった。 

本章は、地域雇用政策に関わる各種制度の変化の過程と、地域雇用開発等促進法の

意義と課題の整理を行う。その構成は、戦後から 1987 年の地域雇用開発等促進法の

成立までの時期を、①失業対策を含む雇用対策と②国土開発事業を中心とする産業政

策という 2 つの政策側面から分析する。これは、1987 年の地域雇用開発等促進法に

おいて、経済・産業政策と雇用政策が合流した背景を整理するためである。章構成と

して第 1 節と第 2 節で戦後から 1987 年までの雇用政策における地域的課題への取組

みの経緯を整理する。第 1 節では戦後の大量失業への対策が必要とされた戦後復興期

まで、第 2 節では高度経済成長期から 1987 年の地域雇用開発等促進法の成立前まで、

にそれぞれ時期を分けて政策手法と課題の変化を整理する。第 3 節では戦後から

1987 年の地域雇用開発促進法制定時期までの国土計画や産業政策における地域課題

の認識とその対応を検討する。第 4 節では雇用政策と地域開発の合流点としての特徴

を整理しながら、地域雇用開発等促進法の意義と限界について検討する。 

 

第 1 節 戦後復興期までの地域を対象とする雇用政策 

戦後復興期の地域を対象とする雇用・失業政策を中心に、戦後以降の雇用政策の展

開を整理する。終戦直後、社会経済の破壊、国民生活の困窮、政治体制の変動といっ

た状況にあった。雇用政策上喫緊の課題として大都市を中心とする事業所の被災によ

る失業、復員兵、疾病軍人、未亡人等の雇用確保の問題があった。このような終戦後
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から復興期の、労働関連法の整備と失業対策事業について整理し、地域がどのように

捉えられてきたかを示す。 

 戦前の失業対策事業では、第一次大戦の復員兵の失業や関東大震災の復興、貧農対

策としての冬期失業対策が実施され、職業紹介、帰農政策とともに、一般土木事業等

の公共事業が失業救済事業として実施されていた7。また、農村部では、町村直営方

式を原則とする農村振興土木事業が実施されており、公共事業が農村地域の就業機会

の一つとなっていた。失業者の救済事業として公共事業による就業機会の提供が成果

を持つことが評価されており、都市部だけでなく農村でも実施されていた。一方で、

失業対策事業の実施地域に、他地域の失業者も求職のために流入し地域の失業課題を

深刻化させるといった課題が起こっていた。 

第 2 次対戦終戦直後から、失業者の増大に対応するため、公的な事業創出による失

業吸収に関わる議論が開始された。1946 年 2 月 9 日に経済安定本部による「失業対

策として急遽措置すべき事項に関する意見」が建議され、同年 11 月 12 日には「公共

事業に失業者を優先雇傭する」ことが決められた。また、公共事業等の拡大により失

業者を吸収するための戦後復興土木事業が実施された。 

1945 年 11 月 16 日には、「復員者等ノ失業対策ニ関シ各省ニ対スル要望事項」が

閣議決定された8。これにより、省庁横断的な対応として、将来の採用においては

「収入所得、戦災状況、扶養家族等ヲ考慮シ優先採用」し、「特別ノ事由アル場合ヲ

除キ女子、高年齢者、年少者ハ能フ限リ男子青壮年者ヲ以テ代替スルコト」と記され

た。就業能力を持つ青壮年男子を対象とした失業対策事業の実施により、大量失業の

課題に取り組む事が示されている。また、「企業主ヲシテ自力更生ニ依リ企業開始セ

シムル如キ機運ヲ助長スルコト」と併せて、「特ニ知識階級離職者ニ対スル授職ノ為

左ノ措置ヲ講ズルコト」が検討されており、民間企業や各行政機関が一体となって、

雇用を創出することが呼びかけられている。これらの事業は、都道府県等の失業者の

所在地ごとに実施し、担当地域の失業者を積極的に雇用する事が求められていた。こ

のような先行する取組みを包括的に整理し、1946 年 2 月 14 日に「緊急就業対策要綱」

が閣議決定され、戦災地整理、住宅建設、河川道路整備等の「各種土木建築事業ヲ強

力ニ推進スル」ことや、「帰農計画ノ急速ナル施行」を進めること、石炭、繊維、車

輌・輸送等の「産業ヲ振起シ当該労務ノ充実」を図ることが決められた9。戦前の失

業対策事業による都市集中の課題をふまえ、同年 11 月 9 日に発表された開拓事業に

よる帰農促進・食糧増産と同調し、都市への失業者の集中回避が検討されていた。そ

のため、連合国軍総司令部（GHQ)の指示により、予算規模を 60 億円に拡大し、地域

の公共事業で失業者 200 万人を吸収することが図られた。 

同時期には、GHQ の指示による労使関係の民主化も行われ、1946 年労働関係調整法、

1947 年に職業安定法や労働基準法、労働者災害補償保険法、失業保険法、1948 年職

業訓練法など労使の雇用関係整備に関わる法制度が策定された。このうち、1947 年

                                                           
7加瀬和俊[1998]を参照。 

8文部省[1997] 56-58 頁。 
9内閣制度百年史編纂委員会[1985] 286-287 頁を参照。 
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の職業安定法と失業保険法の制定により、雇用対策の基本方針が定められ、公共職業

安定所により失業者に対する職業指導と職業紹介事業が行われた。しかし、当時はあ

くまで居住地の移動を伴わない職業紹介を原則としていた。 

1948 年末から始まった疎開先工場等企業整理やドッジラインによる財政緊縮、金

融引き締めにより景気が減速し、経済停滞と失業問題の深刻化が懸念された。当初、

公共事業による雇用吸収を法制化する案が検討されたが、GHQ の指示を受けて公共土

木事業が経済効果を持つものへと制限され、大量失業者が避けられない状況が生まれ

た。このような事態への対応として、国務大臣による失業対策の法整備の必要に関す

る議題が発議された10。 

1949 年 5 月 2 日に「緊急失業対策法」が制定・施行された。緊急失業対策法の第 1

条では、「多数の失業者の発生に対処し、失業対策事業及び公共事業にできるだけ多

数の失業者を吸収し、その生活の安定を図るとともに、経済の興隆に寄与する」こと

が目的として示された11。また、国や国庫補助を受けた地方自治体がこれらの公共事

業を実施することが決められた12。緊急失業対策法では、公共職業安定所の紹介を通

じた失業者を使用する事が決められており、事業ごとの失業者使用割合も決められて

いた13。緊急雇用対策法により定められる失業者吸収率は、国が発注する公共建築物

の建設事業や復旧事業等の土木建設事業に適応された。 

緊急失業対策法の委員会による法案審議の過程では、1949 年度予算から公共土木

事業費と失業対策事業は別建て予算とされた。GHQ による「日本公共事業計画原則」

に基づく公共事業が失業対策としての意義を持つことを評価し、「失業應急事業を失

業対策事業とし、災害復旧、道路、河川等経済安定本部の認証を要する公共的建設及

び復旧の事業を公共事業」 として、従来公共事業が担っていた失業対策としての機

能を果たす法整備が必要であることを提議した14。この段階で、「公共的な建設及び

復旧の事業」たる公共事業と、「失業者に就業の機会を与えることを主たる目的と」

する失業対策事業が二分され、公共事業は国の直轄事業負担金によって都道府県が運

営し、失業対策費は労働省予算として実施することとなった。 

このように、戦後復興期の雇用・失業対策の特徴は、「失業対策事業及び公共事業

にできるだけ多数の失業者を吸収」することであり、政府直営方式による雇用創出の

拡大を中心としていた点にある。そのため、緊急失業対策法の制定により、失業によ

る社会不安に対し、就業機会を提供することが制度化された。また、失業保険法や職

業安定法など、その後の雇用政策の基本となる法整備がなされた。地域の雇用・失業

課題に対しても、GHQ の方針に従い、帰農帰村と失対事業による過剰労働力人口の都

市からの分散をはかるための制度の運営が行われた。具体的には、失業対策事業の輪

                                                           
10大蔵省財政史室編[1981] 964 頁。 

11濱口桂一郎[2011]180-186 頁。 
12法律第八十九号緊急失業対策法（1949 年 5 月 20 日発行）。 

13大竹文雄[2003]42-45 頁。 

14第 005 回国会労働委員会議事[1948]第 5 号（2014 年 3 月 2 日アクセス）。 

(http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/syugiin/005/0808/00505130808018a.html) 
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番制や厚生労働省が定める一般の賃金額よりも低い賃金設定といった方法であり、戦

前の失業対策事業からの課題である失業対策の実施による域外からの失業者の流入や

都市部への就職困難者の滞留という課題への対策として行われていた。この時期の雇

用・失業対策は、GHQ による指示を受けながら実施されるものであり、政府が雇用・

失業課題に自立的に取り組む段階にはなっていなかった。 

 

第 2 節 高度経済成長期以降の地域に関連する雇用政策 

（1）高度経済成長期 

1950 年代には高度経済成長期に入り、朝鮮戦争による好景気と急速な工業化が進

んだ。電源開発促進法等による公共事業が就業機会を形成する一方、民需による積極

的な雇用吸収も進み、失業課題への対応から成長産業への労働力需給調整、労働力不

足への対応へと雇用政策の課題が移行した。 

1955 年に発表された「経済自立 5 ヵ年計画」では経済の自立とともに、完全雇用

の達成が目指されており、一部では技術者等の募集困難の状況も生まれていた。この

ような労働力不足への対応として、1952 年の中卒新規学卒者の集団就職の支援や、

1958 年には職業訓練法にもとづく技術者等の専門的人材の育成による労働力需給の

調整が行われた。これらの労働力には多くの農村出身者が含まれており、労働力需要

の過剰地域から労働力供給の不足地域への労働力移動が進められた。この時期の農村

の労働力人口について、1955 年臨時農業基本調査による年齢別農家人口と、国勢調

査による農業就業人口から、15 歳から 19 歳の学卒新規労働力を中心とする年齢層の

激しい減少が明らかにされている15。並木[1957]は、昭和 30 年代以降、①新卒一括

採用や学制改革、日本資本主義の体質変化による新たな労働力構造により、従来の農

家次三男の流出だけでなく後継ぎ要員までも流出していること、②既に新たな労働力

の供給源としての農家の地位は昭和初年の 5 割から、35％程度にまで減少し、低賃金

労働者の供給地としては都市がその比重を増加しつつあることを指摘している 16。 

1960 年には職業安定法が一部改正され、これまで特定地域のみで実施されていた

広域職業紹介事業が行なわれるようになった。これは、多数の求職者が居住している

地域について、雇用状況から判断して、それらの求職者がその地域においては職業に

就くことが困難であると認める場合においては、職業紹介に関する計画を作成し、居

住地域以外への職業紹介を行う事を認めたものである17。これにより、全国的労働市

場における労働需給調整の手法として地域間の労働力移動が利用されるようになった。

鉱工業や第三次産業の労働力需要増大を背景に、職業安定法改正以前から行われてい

た集団就職等の農村地域と東京等大都市の労働市場の接合が制度的にも推し進められ

た。1961 年には労働者の広域移動を前提とした移転住宅の整備や不況産業離職者に

対する援護政策としての雇用促進事業団が設立された。特に、地方の新規学卒者に対

                                                           
15 農林水産省[1955]『臨時農業基本調査：農家調査』。 

16並木正吉［1957］189-190 頁。 

17社会労働委員会[1960]「第 034 回国会」第 18 号（2014 年 3 月 1 日アクセス）。 

http://hourei.ndl.go.jp/SearchSys/viewShingi.do?i=103302023  

http://hourei.ndl.go.jp/SearchSys/viewShingi.do?i=103302023
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しては、大都市圏への就職促進のための全国及び地域ブロック別需給調整会議を設置

し、中小企業を中心とする新規学卒者の求人難の状況に対応した。また、1964 年に

は地域別の産業雇用計画試案が作成され、コンピュータを導入した労働市場センター

を設置し、広域職業紹介事業の円滑化がはかられた。 

急速な経済成長に伴い、労働力需要が増加し過剰労働力を吸収する地域が現れる一

方で、特定地域に集中的に失業が発生する状況も現れていた。具体的には、1954 年

に朝鮮戦争が終結し、景気が急速に落ち込んだことによる失業の拡大や、駐留軍の引

き揚げ、炭鉱閉山により、一時期に大量の失業が生じることが懸念される地域であり、

これらの地域への対策が喫緊の雇用課題とされた。朝鮮戦争終結後の景気低迷に対し

て、1955 年には特別失業対策事業が実施され、その翌年には臨時就労対策事業が実

施された。また、特定地域対策として、1958 年には「駐留軍関係離職者等臨時措置

法」が制定され、職業安定局長は各都道府県知事向けに「駐留軍労務者の大量解雇に

伴う就業対策について」（通牒）を発して公共事業等の対策を行なうことを要請した。

公共事業等による応急救済措置的な失業対策を講じ、特定地域の集中的な失業の増加

への対応が図られた。また、国策としてのエネルギー転換により、石炭鉱業合理化臨

時措置法による低効率鉱山の買い上げ閉鎖等が政策的に進められ、大量失業への対応

が必要とされた。1959 年には炭鉱離職者臨時措置法が制定された。この時も、炭鉱

離職者緊急就労対策事業が実施され、政府直営方式による失業対策事業の拡大が行わ

れた。しかし、同地域内での就業機会の減少、炭鉱労働者の職業能力形成の問題から

居住地原則に基づく職業紹介では失業の改善につながらず、従来の失業対策では不十

分であることが明らかとなった。そのため、炭鉱離職者臨時措置法の第 3 条では、職

業安定法の居住地紹介原則の例外として居住地外の職業紹介を受けることを可能とす

ることで、地域の失業者増大への対策が図られた。この結果、1960 年代は完全失業

率が 1 倍前半で推移した雇用改善局面でありながら、旧産炭地域等の課題地域対策と

しての失業対策事業の拡大により、失業対策事業の利用者数が 35 万人に増加し最大

の規模になった。すでに、失業対策利用者の日雇労働の「定職」化（長期滞留）や利

用者の高齢化が問題となっており、失業対策として実施される公共事業そのものの効

率性に対する見直しの議論も生まれていた。 

1963 年に「職業安定法」、「緊急失業対策法」の一部が改正され、失業対策事業

の見直しが行われた。職業安定法の改正により、中高年齢者、身体障害者等、の就労

阻害要因を持つ労働者に対して、職業指導や職業紹介、公共職業訓練、職場適応訓練

等による就職促進の取り組みを実施することを取り決めた。また、緊急失業対策法の

改正により、失業対策事業の利用条件を前述の就労支援を受けて尚、就職が困難であ

る者にのみと限定した。また、1971 年には「中高年齢者等の雇用の促進に関する特

別措置法」が定められ、失業対策事業への新たな失業者の流入を認めない方針を示し

た。これは、「中高年齢者の雇入れ事業者に対する助成や雇用率を定める等の雇用環

境整備を行うことで、中高年齢者の就業が可能な環境整備を行った」という前提を作

り、新たな失業者の失業対策事業の利用を認めない事を決めたものであった。 

1960 年代の雇用政策は広域的な需給調整を行い、新卒一括採用等による就職機会

を提供する事で労働力の需給調整の問題の解消を図るとともに、民間資本の経済活動
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を農村労働力の押し出しと労働者育成において供給面から支援するものであった。全

総や新全総（1969 年）といった成長優先の国土計画の中で、雇用政策は労働力の需

給調整を主要な課題とするようになっていた。高度経済成長期においては、職業紹介

により労働力需要が活発な地域に労働力を移動させ、一方で潜在的過剰人口を抱える

農村はこれらの労働力需要に吸収されることで、労働市場の需給調整が行われていた。 

農村地域では、1961 年の農業基本法で「農業構造改善」「自立経営育成」といっ

た目的が掲げられ、農工間の所得格差の縮小と農業の近代化が目指された。農業の近

代化は、国民所得倍増計画で想定された労働力人口の不足を調整する目的も持たされ

ていた。それは、農民層の両極分解を促し、零細下層農民の離農により生まれる新た

な過剰労働力を、労働力不足産業に吸収することが企図された。実際に、農林漁家就

業動向調査18では 1961 年には 79.6 万人が他産業に流出しており、ピークとなる

1963 年には 93.4 万人が農外に流出している。農業労働力の他産業への流出は、1961

年まで農家出身者が中心であり、その後新規学卒者や家事その他の非就業者の流出が

増加している。このような農業政策と労働政策の狙いについて、美崎[1979]は「農業

近代化による低コスト農産物の供給を意図し、他方では、すでに零細下層農において

はじまっていた賃労働流出を中間層にまで波及させ、労働力流出をいっそう促進
．．

する

ことによって、資本主義の賃労働需要にこたえようとする」(傍点美崎) ものであっ

たと評価している19。 

高度経済成長期には、旺盛な労働力需要に牽引されながら、戦後の急速な人口増加

と農村過剰労働力といった不完全就業の吸収が進められた。このような完全雇用政策

を目指す、積極的労働市場政策を体系化したのが、1966 年に制定された雇用対策法

である。雇用対策法では、経済計画と連動する雇用対策基本計画の策定や労働力需給

調整、職業訓練等雇用に関わる政策全体を扱っている。1967 年に「完全雇用への地

固め」を掲げて計画された第一次雇用対策基本計画では、積極的労働市場政策の方向

性が示された。求職・求人指導や職業訓練教育等の基本方針を定めて、計画的な労働

力需給調整とそのための労働力移動を推し進めることが計画された。具体的には、広

域職業紹介や職業訓練により、経済成長路線の段階の中で必要とされる安価な労働力

確保や産業・地域間の不均衡の是正に対する課題解決を図ることが目指されていた。

この第一次雇用基本計画について、仁田[2000]は、完全雇用実現を目指した経済政

策・産業政策を含む「総合的政策体系としての雇用政策樹立へ向けた意欲を感じさせ

るもの」と評価する。しかし、第 2 次以降の計画では完全雇用の問題は優先的検討事

項から外れていたと考えられている20。 

このように、1960 年代は広域職業移動や失業対策の課題が認識され始めた時期で

あった。失業課題も労働力需要が過度に農村の労働力を吸収している状況や、失業課

題の集積地における政府直営方式による失業対策事業の就業者が固定化し滞留すると

いった、需給調整の綻びが生まれていた時期でもあった。このような労働市場の需給

                                                           
181963 年以降は「農家就業動向調査」。 

19
 美崎皓[1979]155 頁。 

20
 仁田道夫[2000]64 頁。 
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調整の矛盾は、特定産業地域や農村地域など、地域的な事象として出現していた。し

かし、急速な経済成長の下で、国家レベルの労働市場調整を基本とする雇用失業対策

の成立とその方向性を大きく変えるものとはなっていなかった。 

 

（2）石油危機以降 

福祉国家的な雇用政策の基本方針は、1973 年の第一次オイルショックの頃まで続

いていた。1970 年代にはオイルショックによる鉄鋼や造船等の素材型、重化学工業

型産業の衰退とそれに変わる自動車や電機、コンピュータ等の加工型、機械工業型産

業への産業構造の変化が見られた。それに伴い構造不況業種を中心として製造業の失

業者数が増加した。労働力の需要不足だけでなく構造不況業種や構造不況業種地域を

中心とする構造的失業が問題となった。また、農村工業導入促進法（1971 年）や工

業再配置促進法(1972 年)といった地方圏への工場立地の地方分散、労働集約的工業

の農村地域への進出により、地方圏の産業構造は製造業等の第 2 次産業へとシフトし、

農家の兼業化、世帯内での多就業化が進んだ21。その結果として、1970 年代は「地方

の時代」と呼ばれ地域間の所得格差の縮小や U ターン等の人口の定住化に関心がむけ

られた。 

摩擦的失業や構造的失業による失業問題の深刻化を背景に、1974 年に失業保険法

が廃止され雇用保険法が新たに制定された。1974 年に制定された雇用保険法では、

従来の失業保険に加え、失業の予防・雇用機会の増大・労働者の能力開発等の雇用維

持のための積極的施策が保険事業として追加された。具体的には、雇用改善事業

（1977 年以降、雇用安定事業）、能力開発事業、雇用福祉事業が含まれるようにな

り、労働力の育成、再開発を行い、労働力の流動化を図ることが目指された。その一

つとして、景気変動による事業活動の縮小や事業転換をする必要のある事業主への助

成が行われた。雇用維持を図る目的で、1975 年に雇用調整給付金制度が創設された。

また、中高年齢者や身体障害者の雇用促進対策に加え、構造不況業種や特定地域に対

する雇用維持、雇用開発の財源として雇用保険特別会計が充てられることになった。 

第 3 次雇用計画（1976 年度～1980 年度）では、「成長率低下のもとでインフレな

き完全雇用を達成・椎持する」ことが課題とされ、積極的労働市場政策の方針が示さ

れた時期であった22。舟橋[1974]は、量的な完全雇用は達成されたという時代認識の

もとで、失業者の生活安定は当然の事として、積極的な就職促進と失業の予防を行う

雇用保険が必要とされることを主張した23。 

2 度の石油危機と国際分業構造による地域産業の衰退地域への対策として、1978 年

には構造不況産業の集中する地域に対し、「特定不況地域中小企業対策臨時措置法」

                                                           
21河相一成[1985]29-66 頁。 

22国立社会保障・人口問題研究所「第 4 次雇用対策基本計画：1979 年 8 月 10 日」『日本

社会保障資料Ⅳ(1980-2000)』（2014 年 3 月 1 日アクセス）。 

(http://www.ipss.go.jp/publication/j/shiryou/no.13/data/shiryou/roudou/518.

pdf) 
23舟橋尚道[1974]57-62 頁。 
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による事業者支援、「特定不況地域離職者臨時措置法」による労働者支援が施行され

るなど、特別立法などにより特定地域の雇用対策が法制化された。これらにより、特

定不況地域の離職者に対する職業訓練や雇用保険の延長、雇用安定賃金制度などにつ

いての特例が決められた。また、1978 年に労働省は新雇用政策大綱をまとめ、10 万

人の雇用開発を目標とする雇用開発事業の創設が定められた。その際、目標達成のた

めには、公共事業による雇用創出は限界にあると判断し、「民間の活力」を活用した

雇用機会の開発を今後の雇用政策の中心とするものの、政府は民間資本の雇用創出を

積極的に支援する事を示した。 

それまでの雇用政策の一つの柱であった、政府直営方式による失業対策は中高年の

就業者の失業対策事業への滞留が引き続き課題とされていた。1980 年の失業調査制

度調査報告では、失業対策制度の機能の段階的な終息についての言及がなされた。以

降、失業対策の利用年齢を徐々に引き下げながら利用者の減少を図り、自立支援助成

金の給付等失業対策事業の利用終了に対するイニシアティブを用いながら、利用者数

を減少させた。失業対策事業の終息の動きと併せて、1979 年には中高年労働者の雇

用維持事業が実施され一般就労への移行を進める支援策が設けられた。 

1982 年から地域雇用開発促進事業が実施され、産業育成や地域の雇用課題を検討

する「地方（雇用）開発委員会」が 5 か所設置され、予算措置を受けた地域単位の雇

用対策が実施された。この地域雇用開発促進事業では、構造不況地域である全国の

10 箇所のモデル地域に市町村、公共職業安定所、職業訓練校、労使団体等の代表か

ら構成される「地域雇用推進会議」を設置し、地域の特性を活かした雇用開発につい

て検討した。地域個別の「地域雇用開発方針」を定め、企業活動に対する助成金支援

を行う等の雇用開発促進の取組みを行った。その他にも、地場産業の振興、企業誘致

の促進、新規事業の開発（地元の資源利用）、第三次産業の育成、新技術の産業教育

の拡充等、事業対象を広げている。また、モデル定住圏整備、工業再配置促進、農村

地域工業導入促進法等の「地域」単位で実施する事業間で連携・協力が求められると

ともに、地域開発が、地域の実情に応じた雇用開発にも波及的に繋がることが期待さ

れた。 

このように、1970 年代後期から 1980 年代に、産業政策と地域開発が総合的に実施

されることが、産業構造の変化に伴う労働力需給調整と失業対策として必要であると

の認識が広がり、地域開発と雇用政策の連係への関心が高まった。上野[1979]は今後

の課題が地域的雇用拡大へと移行している時代変化を指摘し、その主体も分権化を伴

いながら市民参加形態を強くしていくとの展望を示している24。 

1970 年代末から 1982 年の時点で、1987 年の地域雇用開発等促進法の基本的な枠

組みと方針が既に示されており、将来の成長産業等に関する研究を行うため雇用開発

委員会が設置され、地域雇用政策の試験的運用が行われていた。1986 年度末には地

域雇用開発事業の実施地域は全国 60 地域が対象になっていた。このように、国家に

よる労働市場需給調整を行うなかで、地域間の問題の多様化が明らかになってきた。

その背景として、地域経済を支える産業集積の違いがあり、雇用・失業課題も異なる

                                                           
24上野登［1979］87-112 頁。 
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ことが認識されるようになった。1970 年代以降、2 度のオイルショックによる産業構

造や経済の転換期に、地域経済や産業の課題と雇用の課題を総合的に考える、地域雇

用政策が徐々に制度として形成された。 

 

第 3 節 戦後国土計画と地域開発の展開 

(1)戦後復興期から経済成長期 

戦後の地域開発は、1949 年に経済安定本部により国土開発審議会が設置され、都

府県総合開発計画、地方総合開発計画、特定地域総合開発計画として原案が作成され

たことから始まる。1950 年には、これらの各地域対策を全国規模の国土計画として

総合的に扱うための国土総合開発法が制定された。国土総合開発法は「国土の自然的

条件を考慮して、経済、社会、文化等に関する施策の総合的見地から、国土を総合的

に利用し、開発し、及び保全し、並びに産業立地の適正化を図り、あわせて社会福祉

の向上に資すること（第一条）」を目的とした。実際には、重油・鉄鋼・石炭等の傾

斜生産方式を実践するための国土計画であり、国家主導型の産業政策の一環とも言え

るものであった。具体的には、大都市地域に重点化した工業地帯整備やダム建設によ

る電源開発事業が実施された。 

国家による国土計画が実行されるようになり、複数の都府県にまたがる広域開発事

業が行われるようになった。首都圏整備法（1956 年）以降、東北開発促進（1957 年）

等、九州、四国、と連続的に地域開発を実施した。これらの事業は、既成市街地への

人口や産業の過密を抑制する事を目的とした郊外地域開発等が行われ、既に社会問題

となりつつあった都市化問題を緩和することが狙いとされた。 

農村地域では、都市の失業滞留対策として帰農帰村が奨励されたことにより、1950

年代初頭にかけて農村人口が一気に増大した。農地改革による小経営の増大と併せ、

戦後の開拓事業等による新規入植者の増加なども農村への人の流れを生み出した。

1951 年時点では国内に 67,276 戸の農家が生まれ、小規模自作農経営が拡大した。こ

れら新規入植者は自作農が 6 割強を占める一方で、経営面積が 5 反未満の零細農家が

全体の 58％を占めており、その多くが 3 反未満の零細農家であった。また、5 反以上

1 町未満の農家が 28％であり、全体の約 86％が 1 町未満の規模の零細・小規模経営

であった25。この時期、農村地域では零細・小規模農家が増大する一方で、農家次三

男の流出が進む状況が見られた。 

都市への人口流出は、産業基盤や生活基盤の整備に後進性がみられる離島等の島嶼

地域で急速に進んだ。このような条件不利地域における人口減少の問題に取り組むた

め、「本土より隔絶せる離島の特殊事情よりくる後進性を除去する」ことを目的とす

る離島振興法（1953 年）や奄美群島振興開発特別措置法（1954 年）といった、国土

計画の対象とされない地理的な不利性を持つ地域の生活安定、福祉向上のための支援

法が制定された。 

1955 年には最初の経済計画である「経済自立 5 ヵ年計画」が出され、経済の自立

と完全雇用、社会保障の強化が目指されるようになった。1960 年代に入り、産業構

                                                           
25大原社会問題研究所［1951］119 頁。 
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造の工業化と対外輸出の増大を背景に経済成長期へと移行する段階となっていた。

1960 年 12 月 27 日には国民所得倍増計画が池田内閣により発表され、「速やかに国

民総生産を倍増して、雇用の増大による完全雇用の達成をはかり、国民の生活水準を

大巾に引き上げることを目的」26として、太平洋ベルト構想が示された。 

1962 年 10 月 5 日に全国総合開発計画が国民所得倍増計画にもとづき策定された。

その実施手段となる新産業都市建設促進法（1962 年衆議院閣議決定）では、大都市

の人口や産業の過密と地域格差の是正、雇用安定のために、地域に開発発展の中核と

なる新産業都市を育成することが目的とされ、当初 15 地区が指定された。同時期は

高度経済成長への移行や都市の過密、所得格差の問題が顕在化し始めた社会背景があ

り、基本目標として「地域間の均衡ある発展」を掲げてはいたが、拠点開発構想を軸

として都市の分散を図るものであった。実際には、資本蓄積のために重化学工業化に

よる経済発展戦略を選択し、太平洋ベルト地帯を中心とする拠点地域や特定地域への、

国家による集中的な社会資本投資と企業の設備投資が行われていた。 

一方、拠点地域、特定地域といった工業化地域以外の地域開発の流れを見ると、農

山村地域への対策として、1961 年に農業基本法が制定され、農家所得の向上と農業

生産の効率化を目指し自立経営の育成を目的とする農業振興策がとられた。また、産

業構造の転換により主要産業に影響を受けた地域（1961 年産炭地域振興臨時措置法）

や自然条件や地理的条件により産業の発達が停滞している地域（1962 年豪雪地帯対

策特別措置法、1965 年山村振興法、等）に対してなど、個別の地域課題に対する振

興法がつぎつぎに制定された。また、拠点開発地域以外の地域に対して、1961 年に

低開発地域工業導入促進法が制定された。低開発地域工業導入促進法では、低開発地

域への企業誘致を図ることにより、産業育成と雇用創出、地域間格差を是正する事を

目的としていた。 

1960 年代の後期以降、都市と農村の地域間不均衡発展の課題は、都市圏の過密や

公害問題と、その裏面としての農村地域の若年労働力人口の過剰流出、人口の高齢化

として顕在化していた。そのため、特定地域や農村地域の経済力増大や住民福祉の向

上、不均衡是正のために、社会資本整備として公共事業が相次いで行われた。地域間

の不均衡は国家により調整される対象であり、公共事業の拡大は失業対策としての意

義も持っていた。実際には、多くの農業労働力人口がこれらの公共事業に吸収され、

農村の兼業化を進めることとなった。また、公共事業日雇い労働者の賃金決定におい

て、土地の移動に制約を持つ農家経営者やその配偶者などが低賃金労働力として雇用

されたことにより、相対的に低賃金構造を持つ地域労働市場が農村地域を中心に形成

されることとなった。 

このように、戦後復興期から経済成長期までの地域開発・国土計画の展開をみると、

地域は国家単位の経済成長戦略の中に位置付けられる存在であったことがわかる。こ

の時期「地域」は震災や水害等による被災地域や、生活安定や福祉向上に課題を持ち、

国により振興の対象とされるものと看做されていたと言える。 

 

                                                           
26内閣制度百年史編纂委員会［1985］364-366 頁。 
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（2）石油危機以降 

1970 年代の地域開発は、1969 年に発表された新全国総合開発計画（2 全総）の流

れから始まった。2 全総では首都圏機能の強化、大都市圏の機械工業集積、地方圏の

中核管理機能中継基地としての整備を行い、遠隔地の素材型巨大工業基地、生活圏と

いうそれぞれの地域を、有機的国土形成のための全国高速交通通信体系で結ぶことが

計画された。また、2 全総は、産業開発と社会福祉の実現を課題として計画された。

しかし実際には、列島改造計画等の新幹線、高速道路等のネットワーク整備等の大規

模プロジェクトの推進と東京への「東京一極型有機的垂直的国土構造」を計画するも

のであった。また、1970 年代は国内外との経済摩擦の拡大や国際収支黒字不均衡の

懸念から「成長追求型経済から福祉型経済」への移行が議論されるようになった時期

でもあった27。農村地域においては、人口流出が続く産業立地の遅れた地域への対応

として、1970 年に過疎地域自立促進特別措置法が施行された。これは、生活水準や

生産機能が他地域と比較し低位にある地域に対して、社会資本整備のための公共事業

の実施等を行うための特別措置として成立している。 

企業内・企業間の構造転換による経済や産業の混乱の一方で、1970 年代は「地域

の時代」「地方の時代」と呼ばれ、革新自治体や内発的発展論にみられる自立的な政

治経済への市民の関心が高まった時期であった。1970 年に日本が高齢化社会になり、

今後の少子高齢化の課題が認識されるなかで、農村地域の農業労働力の中高年齢化に

関心が向けられた。労働力人口の流出問題を抱える農村地域では、過疎問題による地

域間格差が深刻化していた。1969 年に農水省が新たな生活課題として農村地域の工

業立地の推進と農村の整備・開発を掲げ、1970 年には過疎地域対策緊急措置法が議

員立法として成立した。一方で、1970 年には総合農政の推進が決まり、土地整備事

業による農業の一層の効率化が図られた。山崎[1998]はこの総合農政の意味について

「農外資本による農家労働力の最終的掘り起こしの政策」と評価している。農村工業

への労働力供給の役割が期待されたが、地域への労働力移出の機能を果たしていたこ

とを指摘している28。 

さらに、1971 年には農村工業等導入促進法が制定され、工業地域間や産業間にお

ける労働力需給の不均衡も表面化し、1972 年に工業の過度な集積地域から工場立地

を分散化させることを目的として工業再配置法が制定された。これらは、農村地域の

農業経営の改善と就労機会形成を意図するとともに、都市部の過密による労働力不足

や工業用地確保の困難、企業の安価な労働力確保、総合農政における離農支援策とい

った背景があった。雇用需要を都市部や既存工業地帯から農村に移行する流れのなか

で、1970 年代半ばには都市労働者と農業労働力の所得格差はほぼ解消されていた29。

東北地域では、農家収入に依存する日雇労働の低賃金構造の問題も見られたが、農業

と製造業や建築業、出稼ぎによる賃労働からの所得により生活基盤を形成するなど、

1970 年代から 80 年代半ばまでは地域間の不均衡が一時改善されたかのような時期が

                                                           
27松淵厚樹［2005］15 頁。 

28山崎亮一［1998］161 頁。 
29溝口敏行・高山憲之・寺崎康博[1978］44-60 頁。 
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あった。また、地域間の人口移動が緩やかになり、U ターン等による人口還流や定住

志向の高まりが指摘されるようになった。 

全国的な開発基調にある一方で、関西圏経済の相対的衰退や公害問題など地域的な

課題が顕在化し、1960 年代後半以降の革新自治体の広がりとともに、地域自治に関

する関心が高まった。1973 年末に第一次石油危機による経済成長の停滞を経験した

後、1977 年には「定住圏構想」と「田園都市」を特徴とした 3 全総が発表された。

その後、特定不況地域中小企業対策臨時措置法（1978 年）、産地中小企業対策臨時

措置法（1979 年）なども制定された。このような、地域単位の課題への取組みが、

地域開発の側面からも注目されるようになっていた。国土計画の中に、定住圏内で雇

用機会を開発する視点が課題として盛り込まれていた。そのため 3 全総では、地方に

おける定住環境の総合的整備を行うことにより、人口や工業の分散による地域間の不

均等発展の是正が目指された。しかし、実際には 3 全総による地域経済は工業団地の

整備や道路整備など公共事業に偏重するものとなり、当初の目的を達成することには

つながらなかった。 

さらに、1980 年代以降円高が進むなかで、地方へ進出した労働集約的な製造業等

の下請け工場の国外移転が進み、地域経済の空洞化問題が生まれた。1980 年代に入

ると、日本の貿易黒字拡大による貿易摩擦回避のための対外投資拡大の方針がとられ、

国内にむけては小さな政府を目指す「民間活力」路線が示された。1985 年以降の大

幅な円高の進展を背景とする経済構造調整により、機械等輸出産業を中心とする特定

産地の不況が深刻となり雇用状況も悪化していた。1987 年の四次全国総合開発計画

（4 全総）では、都市を軸とする知識・サービス産業基盤づくりと「世界都市」東京

の戦略的な発展が目指された。1987 年には総合保養地整備法（リゾート開発法）や

関西文化学術研究都市建設促進法が施行され、翌年 1988 年には多極分散型国土開発

促進法、知識産業型の経済開発計画である頭脳立地法が施行された。また、1988 年

と 1989 年に実施されたふるさと創生事業では、全国自治体が独自事業を実施した。

しかし、実際には世界都市東京の機能強化を目指す取組みに集約され、地域経済に新

たな発展の極を作ることはなかった。1980 年代後半は公共事業投資が拡大し、大型

財政出動による地域開発関連事業が相次いで実施された時期であり、その後バブル経

済を迎えた。 

 このように、1970 年代以降の産業構造の変化と影響を強く受けたのは、相対的な

低賃金構造に支えられていた農村地域の工業地帯であった。国内下請工場が立地する

農村地域は、産業の国際分業の影響を受けて空洞化の問題をいち早く経験することと

なった。また、構造不況業種等の衰退産業の集積地域では、深刻な労働需要不足の問

題を克服することが出来ないままであり、構造的失業への対策が深刻な地域課題とな

っていた。この時期、失業や過疎、公害といった問題への取組みとして、地域経済や

産業集積に応じた地域単位の振興の必要性が検討されるようになった。全体的には、

国土計画にもとづく国家レベルの開発基調の中にあるが、個別地域ごとに地域経済と

そこで起きる課題を一体的に考える枠組みが現れていた。 

 

第 4 節 1987 年地域雇用開発等促進法制定の意義とその限界 
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1987 年 1 月～3 月の有効求人倍率は 0.65 倍、完全失業率は 3.3％と完全失業率が

上昇しつづける状況にあった。この時期の地域雇用対策には、①労働市場の需給調整

のためのもの、②特定の地域に一時的に多数の離職者が発生、又は発生する恐れに対

処するもの、③政府直営方式による失業対策事業という 3 つの流れを持った事業が実

施されていた。 

時限立法であった地域雇用開発事業を、地域雇用という課題を恒久的に扱う法とし

て、1987 年 3 月 31 日に地域雇用開発等促進法が制定された。地域雇用開発等促進法

の意義は、第 2 に以下の 4 点であるといえる。 

まず、第 1 の意義は同法が恒久法化された点である。これにより、地域開発と結び

ついた雇用政策が恒常的な地域の政策課題となった。第 2 に、雇用課題ごとの地域類

型が示され、課題に応じた対策が体系化されたことである。1987 年の法制定当時は

地域課題を、①雇用開発促進地域（求職者が多数居住し、雇用機会が不足している地

域）、②特定雇用開発促進地域（①のうち、産業構造の変化等により雇用状況が悪化

している地域）、③緊急雇用安定地域（経済的事情の著しい変化により雇用状況が急

速に悪化、もしくは悪化の恐れがある地域）の 3 種に類型化し、対策が提示されてい

る。これらの類型は、課題変化に応じて時代ごとに見直しがされている。第 3 に、地

域指定の認定者として国家が権限を保持する仕組みとされた点である。関係者の責務

規定について従来の特定不況地域や不況業種に関わる法律の責務の順位は第一に事業

主、第二に国家、第三に地方であったが、地域雇用開発等促進法では第一が国家、第

二が地方、第三が事業者の順へと変化した。つまり、都道府県が雇用開発促進地域ご

とに作成する地域雇用開発計画の策定においても、労働大臣が地域雇用開発指針を制

定する仕組みへと改められた。また、都道府県レベルによる計画策定時に検討すべき

項目が定められており、①労働力の需給状況その他雇用の動向に関する事項、②地域

雇用開発の目標に関する事項、③地域雇用開発のための方策に関する事項、といった

計画の必要性や目標、その具体的な施策について、国が承認をして実施される仕組み

となった。一方で、事業実施の枠組みは地域雇用開発推進事業の内容を引き継ぎ、①

事業地域の事業者、労働者、職業訓練等の各種代表や地方公共団体といった地域関係

者が参加する「地域雇用開発会議」を設置し、雇用開発に主体的な取り組みを図る事

を目的とすること、②各都道府県に策定された「地域雇用開発計画」や自治体単位の

振興策に基づく事業実施を行うこと、③都道府県雇用安定・創出対策協議会（地域雇

用対策協議会）がこれら地域の活動と地域雇用開発等促進法の実施に関わる研究や技

術提供、また対象地域と都道府県の産業政策等諸施策との連携調整を行うこと、が決

められた。このように、地域が行う雇用計画に関する承認の権限を国家が再度掌握す

る一方で、その内容については地域ごとの利害関係者間で検討する枠組みがつくられ

た。第 4 に、地域経済や産業の発展に貢献することが目的化され、地域経済成長を雇

用面から支援することが政策目標に含まれた点である。具体的には、構造的失業や出

向、配転を伴う職業転換など解雇抑制に対する企業への助成だけでなく、地域の産業

基盤の整備充実、先端技術開発型産業の育成など、産業育成に関わる内容雇用政策の
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中に含んでいた。また、地域求職者の採用に対する助成など従来の地域に対する雇用

対策を総合する政策と言えるものであった30。 

実際の運用については、法整備当初に、諸事業実施のための助成制度として、雇い

入れ助成と費用助成の両方を組み込んだ 1133 億円規模の予算を投じた地域雇用開発

助成金（地域雇用奨励金、地域雇用特別奨励金、地域雇用移転給付金）が創設された。

また、事業実施の結果として、1989 年の 4～9 月の有効求人倍率が 4 割以上の地域で

一倍を超えるなど、労働力需給の量的不均衡は一定程度改善された。しかし、都市と

農村の地域間の回復状況や産業・職種別の求人状況には、依然として格差が見られた。 

その後、1987 年を底とする景気の回復により雇用失業情勢が大きく改善し、1988

年には日本経済はバブル経済に入り、全体的な雇用情勢が改善するとともに若年層の

労働力不足の状況が生まれていた。また、1987 年に構造不況産業の労働者やそれら

の集積地域等の問題について、構造不況産業地域等の失業率の改善が遅い地域に、出

向や転職のための職業訓練による労働力移動を促進するため、雇用調整助成金事業が

行われた。このような景気変動に伴う、雇用・失業課題の変化により、地域雇用開発

等促進法の事業では受給ミスマッチが生じていた。1991 年には地域雇用開発等促進

法は改正され、人材育成や地域雇用構造の改善へ重点が移されるようになった。 

地域雇用開発等促進法を中心とする 1980 年代の地域雇用政策の動向について、高

梨[1993]は地域開発等促進法を完全雇用政策としての総需要管理政策の中に位置づく

ものと評価する。その上で、世界各国との国際分業の変化という状況にある中で“地

域”の範囲を、特定の都市や工業地帯などを指すものとして捉えるだけでなく、世界

経済の中で地域経済の問題が発生していると言う問題認識が必要と指摘する。また、

篠田[1993]は地域雇用政策にみられる「民活」「自助・自立」志向は、「小さな（中

央）政府」と共鳴する新保守主義的性格を持つと同時に、地域単位での主体形成の過

程で地域における政労使の協調といったメゾ・コーポラティズムの性格も併せ持つと

評価している31。篠田の指摘は、地域における「地域雇用開発促進計画」の策定など、

戦後一貫して国が中央集権的雇用政策として主導的役割を固持してきたことに対し、

計画主体として地域に役割を付与している新たな動きを評価している。しかし、1987

年時点の地域の役割はあくまで国の指定する地域内での、雇用政策の実施責任者とし

ての役割であり、地域単位での自立的な主体形成を促すものではなかったと言える。 

 

小括 国家の雇用政策と地域の労働需要の関係 

                                                           
30

 地域を限って行われる種々の施策には、例えば①炭鉱労働者等の雇用の安定等に関す

る臨時措置法第三条の地域、②高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第二条四項の特定

地域、③同和対策対象地域、④沖縄地域等もこれに該当する。しかし、これらは地域の固

定や特定の属性を有する労働者に限定される。一般的な地域雇用対策では、景気の変動に

伴う雇用情勢の変化により地域が変動し、また地域内に居住するなどの要件を満たせば、

特定の属性を有する労働者に限らずに施策の対象とされる（征矢紀臣［1998］52 頁）。 
31篠田徹[1993] 83-102 頁。 
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 本章では、1987 年の地域雇用開発等促進法制定までの雇用・失業対策、地域開発

事業を地域という視角から整理した。雇用失業対策は、広域職業紹介による労働力移

動、職業訓練による人材育成、経済政策と連係した労働需要創出などの労働市場の需

給調整と、公共事業の創出による政府直営方式の失業対策事業が戦後以降の雇用・失

業対策として実施されていた。経済構造の変化の影響を受け、労働力需要の増減にと

もなう雇用課題の変化に対応するため、雇用政策もその内容を多様化させた。これは、

国家主導型の経済成長戦略に基づく、国家による労働市場の調整手段であった。この

ような状況の中で、1987 年まで地域雇用は、地域ごとに現れる課題に対して、完全

雇用政策の中で生まれる歪みの調整として、個別に対応するものであった。 

 地域開発の側面においても、戦後日本経済の国民経済単位の経済成長を実現するた

めの、国土計画にもとづき産業配置が行われていた。特に、衰退産業の集積地域など

雇用環境が著しく悪い地域については、地域の均衡ある発展のための対策がとられた。

また、相対的に経済成長が遅れた農村地域も、1970 年代以降所得に関しては地域間

格差がほぼ見られなくなった。戦後、農村は国民経済の中で食糧や人材の供給地とし

て位置づけられ、農政による自立経営農家拡大のための農民層分解が行われた。さら

に農村工業導入等により、農家の兼業化が進むなど、地域内部の構造が大きく変化し

ていた。 

このような、地域産業構造に応じて出現する雇用問題への対策を体系化したものが、

1987 年の地域雇用開発等促進法である。1987 年の地域雇用開発等促進法は、それま

での地域にかかわる雇用政策や、地域開発の合流点であり、政策総合的な体系を有し

ていた点で特徴的であった。また、1987 年の地域雇用政策の特徴は、このような政

策間連携や総合性とともに、国民経済を基本枠組みとする国家主導の制度であった点

にある。その後、国と地方の行財政構造の見直しが行われた影響を受け、2000 年以

降の地域雇用政策では政策形成主体や統合的に扱われる政策範囲が変化している。次

章では 1990 年代以降の地域雇用政策の変遷とその特徴を明らかにする。 
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第 2 章 1990 年以降の地域雇用政策の変遷と現在の特徴 

 

はじめに 

 近年の地域雇用政策は、雇用政策、産業政策、失業対策の従来の 3 つの領域が統合

的に扱われることに加え、福祉政策や地域再生に関わる政策分野にも広がりを見せて

いる点を特徴とする。地域雇用政策は、2000 年の地方分権一括法や 2001 年の雇用対

策法の改正等にみられる、国家を枠組みとする雇用政策や地域開発が変容する中で現

在の政策体系が形成された。特に、2000 年以降、地方分権改革の影響を受けて地域

が政策主体としての関与を拡大させる背景として地域活性化や地域再生に関わる政策

的取組みが見られる。このような、国家と地域の構造転換の背景として、特に雇用政

策分野では 1990 年代にみられた雇用構造の転換と地方行財政改革が大きな影響を与

えている。本章では、1990 年代の経済や行財政構造と 2000 年代の地域雇用政策がど

のように変化したかについて事業展開について検討し、1987 年法制定以降の地域雇

用政策と現段階の特徴の相違点を整理する。 

 1990 年代に注目する理由として、経済構造に雇用政策が規定されるという視点か

ら、戦後からバブル期までと 1990 年代以降を雇用構造の転換点として松淵[2005]が

整理している。松淵は、バブル経済の崩壊以降の雇用政策の特徴として「それまでの

『雇用の安定』や『失業なき労働移動』を重視したものから、『雇用の創出』、『失

業期間の短縮化』の重視、さらには『地域の自主性の尊重』、『新規事業展開、起業

支援』、『業種単位から企業単位の支援へ』、『企業を通じた労働者支援から労働者

への直接支援へ』」といったきめ細やかな政策対応と方針が転換されたことを指摘す

る32。 

雇用政策が変化する中で、地域の自主的な取組みを取り入れる方針へと進路が決まっ

たには、国家に変わり、実情に応じた政策を実施することへの期待がみられる。しか

し、新自由主義的な自己責任の議論の性格も有しており、地方行財政改革と一体的に

進められることで、2000 年以降に、地域間格差を拡大させていく要因の一つとなる

ことへの注意も必要となる。 

特に、地方分権改革や雇用政策の努力義務が課せられた 2000 年以降を現在の地域

雇用政策への転換期として注目する研究がみられる。澤井[2003]は、「地域労働運

動」などが行われ、労働問題の窓口を設置している例外的な一部の自治体を除き、地

域が雇用労働政策に取り組んできた地域は少ないと指摘する。佐口[2011]は、従来の

長期雇用を前提とした年功賃金等の雇用システムの変化に対し、地域が雇用政策の主

体となることで、新たに生まれる現代的な社会問題に対応する、地域社会政策が展開

していく可能性を持つ点で、地域雇用政策の意義を積極的に評価している。また、社

会政策と経済政策の両対象に関連する政策分野としての性格を有する雇用政策が、

1990 年代以降社会政策としての性格を後退させていることへの懸念があることを木

村[2000]は指摘している。以上のような問題関心から、1990 年代後期以降、社会政

策的側面の強い雇用政策として、生活困窮者への就労支援や雇用機会形成等の福祉課

                                                           
32松淵厚樹[2005]1 頁。 
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題への取り組みが注目されるようになった。その際には生活保護等の福祉行政の担い

手であった地方自治体等の地域は、新たな雇用政策の担い手の一つとして期待され

た。また、NPO 等の社会的な意義を持ち、活動する団体も、福祉等の関わりから地域

の社会政策や雇用政策の新たな担い手とされた。 

本章の構成は以下の通りである。第 1 節では、1990 年代の政治、経済、社会の構

造と雇用政策の変化を整理する。また、第 2 節では地方分権化との関わりの中で、地

域雇用政策がどのように変化したかを整理する。第 3 節では、地域再生法が施行され

て以降の地域課題に対する政策方針が新自由主義的な傾向を強める状況を明らかにす

る。第 4 節では特に 2005 年以降の事業内容を整理し、現在の地域雇用政策の特徴を

示す。 

 

第 1 節 1990 年代の国と地方の行財政関係の変化と地域雇用の状況 

1980 年代末から、いわゆるバブル経済による景気拡大局面が訪れた。急速な景気

回復による労働力需要の高まりにより、全国的な有効求人倍率の上昇や人手不足基調

への変化がみられた。国内の景気回復の動きの一方で、知識経済化に伴う従来の製造

業から情報やサービス産業への産業構造の転換が進み、情報やサービスが集積する大

都市圏に雇用機会や人材も集中し、地域間格差が進行していた。1991 年の地域雇用

発等促進法の改正は、①雇用機会が不足する地域に対する、地域の雇用失業情勢に的

確に対応した効果的な施策、②雇用量にかかわらず若年者を中心とした労働力流出が

問題となる地域に対して、「地域の発展を担うべき人材の確保、育成、定住を促進す

る」ために勤労者にとって魅力ある地域づくりを支援する総合的な施策の 2 点が目的

であると示されていた。景気回復と労働力需要増加にも関わらず、人口流出が進む地

方経済や農村地域では、地域の担い手不足問題が顕在化していた33。 

1991 年初頭にはバブル崩壊後の景気後退が始まり、同時期に発生した円高の進

展、輸出産業の採算悪化、対外直接投資の増加、製造業の生産減少といったいわゆる

「空洞化」現象により、長期的な景気後退局面に至った。雇用側面では、1991 年当

初 1.44 倍の高い有効求人倍率の水準を示していたが、直接投資拡大による生産拠点

の国外への流出、円高やそれに伴う輸出産業の不振により、製造業の国内雇用を減少

させた。急速な景気後退に対し、政府は 1992 年以降、公共事業等の景気刺激策や金

融緩和、不良債権処理への財政支援等を積極的に実施した。また、大手金融機関の破

綻や企業のリストラにより完全失業率が高位で推移する雇用状況に対しては、「雇用

の創出と失業なき労働移動」「労働者が主体的に可能性を追求できる環境の整備」が

課題とされ、新規事業創出に対する助成や能力開発事業といった雇用対策事業が実施

された。 

                                                           
33中央職業安定審議会「魅力ある雇用機会づくり等総合的な地域雇用対策の確立について」

（1991 年 1 月 17 日）（2014 年 3 月 1 日アクセス）。 

（ http://www.ipss.go.jp/publication/j/shiryou/no.13/data/shiryou/roudou/568

.pdf） 
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1996 年に成立した橋本内閣では、財政健全化のための構造改革の方針が示された34。

1997 年には財政構造改革法が出され、財政健全化のための公共事業費の削減、地方

公共団体への補助金の年 10％の削減、社会保障費の縮小などが掲げられた。これま

での交付金措置などによる地域間所得移転は非効率なため止めるべきであり、都市へ

の人や資金の集中傾向という経済の自然な流れを妨げている、という新自由主義的な

議論がなされるようになった。また、消費増税と特別減税の削減を行い、規制緩和や

民間活力の活用を中心に据えた経済政策への転換も明示した。さらに、1998 年には

多軸型国土構造の形成を基本目標とする「21 世紀のグランドデザイン：地域の自立

の促進と美しい国土の創造」が計画された。ここでは、地域の「自立」的な地域開発

事業が目標とされ、従来の地域間の不均衡発展の是正と国内民間企業の経済成長を追

及した地域開発からの転換が明示されている。この背景には、1993 年 6 月に地方分

権に関して国会で「地方分権の推進に関わる決議」を両院が可決したことが反映され

ている。さらに、1995 年 7 月には地方分権推進の基本理念について規定する「地方

分権推進法」も制定された。 

しかし、世界的な通貨不安や証券会社の倒産による景気低下と財政転換により橋本

政権による財政改革は頓挫した。1998 年に成立した小渕内閣では 11 月に緊急経済対

策を作成し、不良債権処理と大規模な財政出動を行う方針を示し、構造改革から景気

刺激策への揺り戻しが見られ、財政構造改革法は事実上凍結された。 

緊急経済対策の中では、PFI など民間資本の活用や情報通信・科学技術、環境、福

祉・医療・教育等の雇用拡大が期待される業種への重点的な社会資本整備、農山漁村

等の地域活性化のための投資拡大等が盛り込まれた35。雇用対策としては、成長産業

の育成とサービス情報等先進分野における労働力確保のための人的資源活用の取組み

が行われた。1999 年にも、所得税などの減税や地域振興券の発行等の財政支援が行

われ、国の財政出動による景気対策のための積極的な補正予算編成が行われた。 

日本の政治システムの中央集権的体制とその手法としての機関委任事務制度と国庫

補助負担金に対する批判は、戦後一貫して指摘されてきたものであった。また、大型

予算編成により景気対策のための固定資本形成の際には、地方公共団体はその中心的

存在として公共事業の拡大を推し進める役割を果たしていた。しかし、1991 年以

降、経済対策が地方債発行による単独事業拡大に依存する仕組みをとってきたことも

あり、1990 年代半ばには国家財政ばかりではなく地方自治体の財政状況の悪化も深

刻な課題となっていた。一方で、国の地域間所得移転の削減の方針と並行する形で、

都市部の地方自治体を中心に地方分権化の推進と自立的な財政運営に対する要求の高

まりがみられた。1990 年代に入り、経済的、政治的変動の中で、地方分権改革の推

進や地方への再分配の見直しといった国と地方の関係性も大きな見直しが行われた。 

                                                           
34渥美恭弘[2006]1-37 頁。 
35

 内閣府「総合経済対策」(1998 年 4 月 24 日) （2014 年 3 月 10 日アクセス）。 

(http://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/1998/19980424taisaku.html) 

「緊急経済対策」(1998 年 11 月 16 日)（2014 年 3 月 10 日アクセス）。 

(http://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/1998/19981116b-taisaku.html) 
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特に、条件不利地域では、過疎債等地方債の発行による単独事業が比較的容易であ

ったため積極的な公共事業投資が行われ、1996 年に公共事業投資額は過去最大とな

っていた。地方公共団体の公共事業投資は地域の重要な雇用創出策としての意義も持

っており、公共事業は拡大傾向にあった。渡部ら[2003]は「建設業の就業者は、87

年から 11 年連続して増え、ピークとなった 1997 年には、685 万人と全就業者の

10.4％を占める」ことを明らかにしている36。このような地域では、2000 年国勢調査

で建設業従業者は 623 万人と全就業者の 10.0％を占めており、建設業就業者割合の

高い雇用構造であることが明らかになっている37。条件不利地域では、公共事業によ

る雇用機会形成への依存度が高くなっていた。 

公共事業による建設事業を中心とする就業機会形成の一つである、政府直営方式の

失業対策事業は、1990 年代半ばに一旦その役目を終了した。前章で述べたように、

1980 年の失業対策制度調査報告では現行の失業対策事業が臨時応急の失業対策とし

ては終息の時期にあると報告され、1995 年には、失業対策事業を廃止する法案が可

決された。失業対策事業への就労者の滞留と事業利用者の高齢化が問題とされ、1995

年までに段階的に失業対策事業就労者が削減され、1995 年に恒常的な政策としての

失業対策は廃止に至った38。 

しかし、景気低迷の長期化や大手金融機関の破たんによる経済混乱等を背景に、完

全失業率が 5％に迫るまでに上昇し、完全失業者数が 300 万人を超える状況が生まれ

た。そのため、1998 年 4 月の「経済総合対策」の中で 1 兆円規模の「緊急雇用開発

プログラム」による雇用創出への取組みが実施された39。1999 年 6 月に政府の産業構

造転換・雇用対策本部が「緊急雇用対策及び産業競争力強化について」を発表し、雇

用・就業機会の創出をはかる事業を実施した。これは、「国、地方自治体による臨時

応急の雇用、就業機会の創出」をはかるものであり、地方自治体が 2 年間の国からの

交付金措置を受けて、失業者に就労機会を提供するものであった。この事業はあくま

で「臨時応急の措置」であることを強調し、「失対事業のように国や地方公共団体が

失業者を吸収するために事業を実施する方式はとるべきではない」という「失業対策

制度調査研究報告」の指摘に配慮したものであった40。事業実施にあたり、失業対策

事業の就労者が民間の雇用に移行せず、失業対策事業に長期間滞留した従前の失業対

策事業の弊害に留意し、2 年間の実施期間と雇用期限を 6 ヶ月とする事という条件を

                                                           
36渡部喜智・名倉賢一・田口さつき［2003］37 頁。 

371970 年代以降も農民層分解が進められ、既に後継者不足の課題が現れていた農村地域

も高齢化が進みより問題が深刻化していた。この問題は食料自給率の低下にも現れている。

農村地域の第一次産業授業者数も事業者の高齢化や後継者不足の問題を抱えている。

1990 年代以降中国からの農産物輸入の拡大を要因として、日本の農産物の輸入数量は上

昇をつづけており、農産物の輸入額も 2000 年には 4.0 兆円、2005 年には 4.8 兆円と増

加している。このような状況は第一次産業全般に通じていえる状況である。  

38中野雅至[2001]89-106 頁。 

39渥美恭弘(2006)1-37 頁。 

40大原社会問題研究所[1982]486-501 頁。 
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設けた。また、国が枠組みを決め、自治体の創意工夫にもとづき、民間企業や NPO に

委託する形で雇用・就業機会の創出を図ることが実施要綱に定められた。 

 このように、1990 年代は経済や産業構造の変化、景気悪化という状況の中で、構

造改革を進めていく必要が議論された時期であった。また、1990 年代末の公共事業

拡大による財政赤字が増加し、国の財政再建が求められ、地域間所得移転などの従来

の国の再分配機能などが見直しの対象とされた。雇用政策も、雇用の維持や職業訓練

による失業なき労働移動から、雇用創出や失業期間の短縮化、また今後の成長産業の

労働力育成といったものに転換をした。同時期の地域雇用政策は、全国的な公共事業

拡大による対応が図られることで代替されていた。しかし、その内容は条件不利地域

など既に地域が弱体化していた自治体の公債費依存による雇用創出であり、地方分権

化の議論とともに、地方自治体間の行財政格差が表出した時期であったとも言える。 

 

第 2 節 地方分権改革以降の地域雇用政策の変化 

2000 年に入り、産業構造改革と地方分権改革の 2 つの改革が行われ、地域雇用政

策に影響を与えた。また、2001 年に成立した小泉内閣では、「官から民へ」「三位

一体の改革」「参加と連携」をスローガンとした新自由主義的な構造改革が行われた
41。 

2000 年に施行された地方分権一括法は、地方分権推進委員会中間報告[1996]で示

された国と地方の役割分担の原則にもとづいて形成された。地方分権一括法では、国

が重点的に担うべき事務として 3 点を挙げている。①国際社会における国家としての

存立にかかわる事務、②全国的に統一して定めることが望ましい国民の諸活動又は地

方自治に関する基本的な準則に関する事務、③全国的規模・視点で行われなければな

らない施策及び事業 （ナショナルミニマムの維持・達成、全国的規模・視点からの

根幹的社会資本整備等に係る基本的な事項に限る。）である。具体的には機関委任事

務の廃止とそれに伴う国と地方の事務配分の見直しを行い、事務に関する責任範囲の

明確化が図られた。その際、「地域における行政を自主的かつ総合的に広く担う」こ

とが地方公共団体の役割として定義された。 

2000 年以降、地方自治体は、国の交付税削減の影響を受け、深刻な財政赤字問題

を抱え、財政再建のための厳しい自治体運営を強いられていた。特に、1990 年代に

地方債発行による公共事業投資を多くおこなった地方自治体においては、地方債の償

還と交付税の減額により厳しい財政状況となった。そのため、地方分権一括法が同時

に提案をしていた市町村合併を選択する自治体が多数現れた。このように、2000 年

以降、地域の自立性を求める制度形成がされる一方で、多くの地方経済、特に過疎高

齢化等の条件不利地域では財政状況の落ち込みが一層深刻となった。 

雇用政策分野への地方分権改革の影響としては、地方事務官制度の廃止による職業

安定関係事務の変更がある。2000 年 4 月 1 日以降、職業安定行政は国の統一的機構

の下に置かれ、都道府県労働局への統合が行われた。国の直接執行事務と決められた

根拠として、労働権保障のための労働行政の第一次的責任を国の下におくこと、雇用

                                                           
41渥美恭弘[2006]1-37 頁。 
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保険の地域間の公平性維持、地域別基準による最低労働基準の低下への懸念が挙げら

れた。全国知事会は地方事務官が担ってきた社会保険関係事務、職業安定事務を法定

受託業務とする事を提案しており、職業安定事務においては高齢者、障害者の雇用対

策や、若者定住のための職業紹介と言った地域性の高い課題については、引き続き地

方公共団体との連携が必要であると述べている。そのため、機関委任事務の廃止と同

時に、改正雇用対策法が施行され、「地方公共団体は、国の施策と相まって、当該地

域の実情に応じ、雇用に関する必要な施策を講じるように努めなければならない」

（第 5 条）と記載された。これにより、地方公共団体が国の施策を前提としながら、

必要な施策を選択し、積極的に実施する立場にあることが示された。同年に発表され

た「地域産業・雇用対策プログラム」では、実施において地方自治体が計画する地域

産業、中小企業支援事業と地域雇用施策の連携の必要性が指摘されている。このよう

に、地域雇用政策における地方自治体と国の事業との連携が再編成され、各事業の実

施主体は地域、労働権の保障は国家という分担関係が形成された。 

2000 年に改正雇用対策法の一部改正法案が可決された。そこでは、従来の雇用対

策法第一条の目的にみられた、「国民経済の均衡ある発展」の文言は削除され、新た

に「労働市場の機能が適切に発揮され」ることを目指すことが示された。従来の雇用

対策法は、完全雇用政策を基本理念とし、雇用対策基本計画に基づく、国家による雇

用政策の実施責任を根拠づけていたが、法改正により雇用対策基本計画も廃止され

た。  

また、2000 年に域雇用開発等促進法も一部改正・改称が行われた。法改正による

旧法からの大きな変更点は以下の 2 点である。第一は、開発地域の指定方式の変更で

あり、地域（都道府県）の地域雇用政策における企画・立地の関与が増したことにつ

いて、主体的関わりが拡大したと考えられる。従来の法では国が政令によって指定し

た対象地域で雇用開発計画を策定していた方式が、都道府県が雇用開発計画を策定

し、その計画に国が同意するという方式に改められた。このような改正の意義につい

て「雇用情勢が悪い地域を国が指定する「中央主導型」から、地域が策定した主体的

な取組を国が同意する「地域主導型」」に改められたと評価されている42。第二に、

雇用機会の地域間格差など雇用課題の多様化による地域類型の変更である。1987 年

法では 3 つの地域類型であった分類を、新たに労働力需給のミスマッチが発生してい

る地域という類型を加えて 4 類型に再編した。一方で、特定不況業種等関係労働者の

雇用の安定に関する特別措置法が廃止されるなど、地域課題に対応する雇用政策が地

域雇用開発促進法に一層集約化されることとなった。 

2000 年代前半の地域雇用政策には大きく 2 つの潮流が見られた。１つは、地域産

業集積を活かした産業政策と雇用政策の連携の中で、最初に現れた地域雇用政策の取

り組みである。この時期多くの自治体が、独自に企業誘致による産業創出と雇用拡大

効果への取組みを始めた。企業誘致に早くから取り組んできた宮崎県キャノン延岡工

場や三重県シャープ亀山工場、大阪府の武田製薬工業の研究所など、自治体負担の補

助金やインフラ整備による企業や事業所誘致の取組みが注目を浴びた。しかし、グロ

                                                           
42真先剛史[2007] 44-50 頁。 
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ーバル競争の一層の進展や金融危機により、これら誘致企業の多くは継続的な就業機

会とはなり得なかった。もう一つは地方自治体の実践的な取組みとして、大阪府、お

よび府内市町村による就労困難者への社会統合を目的とする地域就労支援事業にみら

れる、福祉政策的取り組みである。1990 年代以降に、ホームレス等就業困難者への

対策として始まった事業が基盤となっており、障がい者や母子家庭の母、高齢者等

「働きたい人」を対象とする取組みへと範囲を広げ展開している。奥田[2005]

［2008］は大阪の取組みについて、2000 年以前の自治体は「教育、福祉、産業、環

境、交通、住宅などさまざまな市民の暮らしに関わる施策が実施されながらも、最大

のライフラインというべき「仕事」の課題に対する取組みがすっぽり抜け落ち」た状

態に対して、地域就労支援事業は「地域の総合力」を生かした就労困難者の抱えるさ

まざまな生活課題に応える就業支援として、その意義を評価している43。これらの取

組みは「生活」を取り巻く包括的なサービスを地域が低給する仕組みの先進的事業と

いえる。しかし、2008 年に小さな政府を標榜し財政再建のための行政サービス削減

を行う府政改革の一貫として、事業内容の見直し対象となり、使途が就労支援事業に

限定されない交付金事業へと変えられた。 

地方自治体の役割は、公的資金を用いた雇用創出による、就労支援事業においても

拡大した。失業者の増加に対する緊急の対応として、1999 年に緊急地域雇用特別交

付金事業が実施され、その後 2001 年と 2002 年、2003 年にも地域雇用創出のための

特別交付金事業が実施された44。この事業は、都道府県が事業主体となり基金を創設

し、それをもとに教育、文化、福祉、環境・リサイクル、産業振興、農林水産業、行

政関係、NPO 支援関連などサービス分野を中心とする多様な事業について、都道府県

は民間企業、NPO 等に事業委託を行なうか、直接雇用を行うことで就業機会を生み出

すものであった。2001 年以降は、構造改革による中高年齢者の失業に対するセーフ

ティーネットとしての機能が期待され、2002 年の改正時より「地域における新たな

雇用機会の創出」が事業目的として追加された。この、緊急地域雇用開発助成金制度

により、1999 年度から 2000 年度で、新規雇用者数は 52 万人創出し、うち教育・文

化分野が 24.6%、福祉・保育 6.1%、環境・リサイクル 42.7%の雇用実績が出されてい

る45。2001 年度以降、これらの就労支援事業は、産業構造の変化による長期失業者の

支援や、地域間格差の是正により生じる就職困難者への就業機会提供という目的で継

続的に実施された。これらの就労支援事業は、当時政府が重要課題としていた早急な

不良債権処理を実現する中で、新たに生じる構造改革や企業等リストラにより生じた

失業者を公的資金により形成された就業機会に吸収することも目的とされていた。 

                                                           
43奥田均[2005]38-61 頁、奥田均[2008]1-15 頁。 

44
 五石敬路[2010]では、雇用創出のための基金事業の変遷について 1999 年（2001 年 3

月末終了）「緊急地域雇用特別基金事業」を第 1 次基金事業、2001 年「緊急地域雇用創

出特別基金事業」と、2002 年、2003 年、2004 年の改正までを第 2 次基金事業と分類し

ている。 

45
 富田源治・平井浩一［2005］57-64 頁。 



31 

 

 このように、雇用対策の計画策定や雇用創出案の作成・実行、公的資金による就業

機会形成である就労支援事業も、地方自治体が主体となることが求められるようにな

った46。2000 年代に入り、国の労働市場調整から、制度的にも実践レベルでも地方自

治体による雇用政策への転換がはかられた。 

 

第 3 節 地域開発方針の転換と「地域主体」の意味 

2005 年には地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）が施行され、地域再生本部に都

市再生本部と中心市街地活性化本部、構造改革特別区域推進本部を統合し地域活性化

統合本部会合となった。これに先立ち、地方分権改革の流れを引き継ぐ地域再生本部

が 2003 年に内閣府に設置されていた。地域活性化統合本部は、地域経済の活性化と

地域雇用の創造の主体を地域におき、地域の視点から事業を行う事を目的としてい

る。雇用の創造を地域政策の課題として取り上げている点で、地域雇用政策との関わ

りは強く、計画段階で両者の連携を求める事業も多く見られる。そのうち、地域再生

推進室・地域再生事業推進室は、「自主、自立、自考」を掲げ、持続可能な地域とな

るために地域再生には自ら考え、知恵と工夫を競い合うことが必要であるとの見解を

示した47。 

このように、地域再生計画は「自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、

地域における雇用機会の創出その他の地域の活力の再生」が課題とされ、省庁間の横

の連携による政策の実践支援体制を敷くことで、総合的な政策の形成を実現しようと

した点に特徴がある。具体的には、自治体単位もしくは、地域ブロック単位ごとに

「地域再生計画」を策定し、産業や雇用、商店街活性化等の地域再生計画に基づく、

目的別・機能別の 2 種類以上の交付金や課税の特例、施設転用の拡大等を組み合わせ

た総合的な事業が実施される枠組みを取っている。 

地域再生計画では、地域が主体となることで、現場が把握する生活課題の改善につ

ながる政策形成が可能になるという視点から、地域の自立的な取組みを評価する内容

となっている。その方法の一つとして、地域生活の中で必要とされる教育、福祉、産

業、環境、交通、住宅等様々な複合的課題に対し、官民パートナーシップ（PPP）や

新しい公共といった第 3 セクターが地域課題にもとづく事業サービスの提供を拡大さ

せることが方向性として示されている。地域の福祉課題の事業化や農林業、観光等資

源の活用に関して、地域の創意工夫による事業創出を行う事で、新たな地域産業の展

開や雇用吸収の主体となることも期待している。言い換えると、新たな主体づくりを

支援することで、地域産業と雇用の創出を目的とし、事業化による生活サービスの質

の向上と、労働者の所得獲得に繋がることが期待されているのである。 

                                                           
46内閣府地方分権改革推進委員会有識者会議「雇用部会:第 1 回配布資料」(2014 年 2 月

27 日 ア ク セ ス ) 。 （ http://www.cao.go.jp/bunken-

suishin/doc/koyoubukai01shiryou02.pdf） 

47内閣官房地域再生推進室・内閣府地域再生事業推進室［2005］「地域再生のために：地

域が主役」（2014 年 3 月 13 日アクセス）。 

(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiikisaisei/siryou/shuyaku.pdf) 
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このような地域に求める役割の拡大の背景には、2005 年に国土総合開発法の一部

改正と名称変更により国土形成計画法が施行され、従来の国家主導型の地域開発から

の転換が図られたことと関連している48。この改正により、1990 年代以降財政面で進

められていた地域自立の方向性が、国土開発・地域開発の分野においても進められ

た。地域間不均等発展の是正から地域の自立や個性を求める方針への転換がはかられ

ることとなった。全国総合開発計画に関する根拠法であるこの法律は、前章までで見

てきたとおり、拠点開発や経済成長優先型の産業配置、それらをつなぐ港湾・道路・

通信等のインフラ整備に役割を果たしてきた。国土形成計画法への改正により、①国

土計画と国土利用計画の一体的推進、②国土の均衡ある発展から各地域の個性ある発

展を目指す国土づくりや地域づくり、③国土計画の政策評価のための国土計画のため

のマネジメントサイクル策定、といった変化がみられ、分権的国土計画の方向性が一

層強められた。特に、②は緊急性の低い公共事業や遊休化した公共施設運営への批判

といった 1990 年代後期以降の公共事業不要論や地域間所得移転の非効率論の議論を

反映させる形で取り入れられた。 

さらに、その前段階として、2004 年に国土審議会調査改革部会による報告書『国

土の総合的点検－新しい“国のかたち”にむけて』が出された。ここでは、人口減少

社会、グローバルな産業競争、財政縮小、環境保全課題、地方分権等の時代背景の変

化に対し、自律的、個性的な地域の形成と都府県の開発計画策定の放棄を伴う広域ブ

ロックによる地域開発計画の策定、東京等都市圏への拠点機能の再集中をどのように

実現するかという方針が示されている。この、地域開発の根拠法の方針の変更によ

り、人口減少の著しい高齢化地域などでは、社会資本投資の拡大や企業活動支援によ

る地域開発や定住課題に対する方針だけではなく、コンパクトシティや農村からの撤

退論といった成長管理といったダウンサイジングに向けた地域開発方針も議論される

ようになった。地域に対する視角の変化は、地域開発以外の分野にも影響を与えてい

る。厚生労働省の雇用政策研究会においても、人口減少社会と過疎地域問題への対応

として、過疎地域に産業や社会資本を投下するのではなく、中核都市に移動を奨励

し、労働力移動をスムーズにするための雇用政策が今後の方向性として検討されなけ

ればいけないとの議論がなされている49。 

このような、地域開発に関わる方針の転換により、地域は主体としての役割が期待

されるようになった。その際の主体としての意味は、第１に福祉国家的な地域開発に

対峙する「自立・自助・自考」する主体という新自由主義的な意味と、第 2 に生活や

福祉課題の発現地として地域という現場主義に基く意味の複層的な意味を持たされて

いた。 

 

第 4 節 現段階の地域雇用政策の特徴 

                                                           
48小田清[2007]1-17 頁参照。  

49
 厚生労働省雇用政策研究会「平成 16 年度第 8 回雇用政策研究会」（2014 年 3 月 13 日

アクセス）（http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/03/txt/s0308-3.txt）   

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/03/txt/s0308-3.txt
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地域再生法が施行された 2005 年に、地域再生計画と雇用政策の連携事業として地

域提案型雇用創造促進事業（旧パッケージ事業）が実施された。これは、地域の雇用

創造に自発的に取り組む地方自治体に対し、地域再生計画と連動した事業を促進・支

援することを目的とする枠組みをとることを特徴としている。具体的には、地域再生

計画に記載された雇用創出計画を各地域協議会が策定し、国により雇用創出効果が高

いと思われる事業をコンテスト方式で選抜し、事業費を支援する方法がとられた。こ

の地域提案型雇用創造促進事業（旧パッケージ事業）は 1999 年の緊急雇用対策事業

以降、継続的に実施されていた自治体による雇用創出事業の後継事業としての側面も

あった。従来の雇用創出事業が一時的な生活支援としての意義に留まっているという

限界を、事業創出と再就職支援への重点化により克服することが期待された。 

この時期、地域雇用政策が注目される背景の一つを、日本経団連の「2005 年度版

経営労働政策委員会報告」（2004 年 12 月）に見ることができる。地域経済におい

て、地方から中央への人口集中と人材流出による経済の衰退、中小企業の人材確保・

育成の困難の状況が生まれているという認識があり、地域雇用政策による事業創出や

地域活性化人材の育成をめざすことが必要とされることが指摘されている。また、

2005 年 3 月に開催された厚生労働省の雇用政策研究会では、地域雇用政策に関する

議論の中で、地域間の人口再配分や公共事業に依存しない内部的な雇用創出の必要

性、地域の若年者の雇用創出、外資の活用が課題としてあげられた。地域雇用創出に

ついては、定年退職後の高齢者人口の地域間移動により、地方に介護等のニーズが生

まれる可能性があること等が議論された。このように、雇用創出の場としての地域が

雇用政策の新たな主体となることが国だけでなく、産業界からも期待された。 

しかし、このような地域自立の議論の一方で、2000 年以降の地域間の格差の拡大

と、東京を中心とする大都市圏への一極集中の構造が地域経済の衰退を招いているこ

とが政治的課題とされていた。そのため、2007 年には「地方再生戦略」に基づき、

省庁横断・施策横断的な視点から、「地域成長力の強化」、「生活基盤の確保」を柱

とする方針が決められた。雇用政策分野では 2007 年に、雇用情勢の特に厳しい地域

や雇用創出に積極的な地域に対して助成・支援を重点的に行う必要があるため雇用対

策法及び地域雇用開発促進法の一部を改正する法律が施行された。雇用対策法の改正

により、地域類型は 4 類型から 2 類型へと再編され、地域雇用については雇用情勢の

特に厳しい地域（雇用開発促進地域）及び雇用創造に向けた市町村等の意欲が高い地

域（自発雇用創造地域）に支援を重点化する等の改正を行い、「地域雇用創造推進事

業（パッケージ事業）」が実施された。雇用開発促進地域では事業主に対して助成金

を支給し雇用創出をはかった。一方の自発雇用創造地域では地方自治体と実施主体、

地域の各機関等が参加する協議会を立ち上げ、雇用創出、能力開発、就職促進等の事

業計画を策定し、民間事業者や NPO 等地域組織に事業委託し、雇用創出がはかられ

た。 

地域雇用創造推進事業（パッケージ事業）の特徴は、地域雇用創造実現事業（パッ

ケージ関連事業）と連携して実施される点にある。地域雇用創造推進事業（パッケー

ジ事業）は雇用拡大、人材育成、就職促進の 3 事業を地域内で総合的に実施するため

の枠組みを持っている。さらに、地域雇用創造実現事業（パッケージ関連事業）は人
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材育成事業で育成された人材の活用を支援し、創業を支援する新たな補助事業を行

う。このように、地域雇用政策として、人材育成や就業機会形成、マッチングだけで

なく、市場調査やシーズ開拓を含む創業支援もその事業に含む総合的な事業として展

開された。この労働需要とその供給の両側面から総合的な雇用創出を行う地域雇用政

策を行う枠組みは、2012 年以降、実践型地域雇用創造事業と名称を変えながら継続

されている。 

また、2008 年には世界同時不況の影響から 10 月の失業率が 10％を超え、派遣労

働者等の非正規労働者を中心とする失業が深刻な課題となった。麻生政権は 10 月に

「安心実現のための緊急総合対策」と「生活対策」、12 月に「生活防衛のための緊

急対策」を発表した。この中で、「生活対策」においてセーフティーネットとしての

雇用創出を目的とする「ふるさと雇用再生特別交付金」の創設、「生活防衛の緊急対

策」において緊急一時的な雇用創出や再就職支援策として「緊急雇用創出事業」を実

施することを決めた。 

ふるさと雇用再生事業では、地域の実情に応じて自治体の創意工夫に基づき地域求

職者等を雇い入れる事業を実施することにより、地域の継続的な雇用機会の創出を図

ることが目指された。緊急雇用事業では、離職を余儀なくされた非正規労働者、中高

年齢者等の失業者に対して、次の雇用まで短期の雇用・就業機会を創出・提供する等

の事業を実施することが決められた。緊急雇用創出事業は失業者が次の仕事につくま

での繋ぎ雇用と定義づけられた。そのため途中、契約期間は原則 6 ヶ月未満で更新が

一度限り認められ、一人の雇用の最長が 1 年へと期間の変更が行なわれたが、あくま

で、臨時緊急的に生活の安定を図ることを目的とし、長期的な失業者の滞留を招かな

いようにするために雇用期間が定められた。一方、ふるさと雇用創造事業は、継続雇

用が見込める事業への人件費を含む支援が民間企業に 1 年間行われ、基金支援終了後

も事業が継続し、雇用が自立的に継続することが期待された。これは、地域雇用創造

推進事業等の枠組みを用いた、就業機会形成のための事業である。 

 このように、現段階の地域雇用政策は、労働力の需給を調整するだけでなく、事業

創出までを対象としており、その際の主体が地域自身となっている点を特徴とする総

合的な政策体系になっている。地域生活に関わる潜在的な地域課題に、地域雇用政策

を通じて取り組む枠組みが作られていると言える。しかし、現在の地域雇用政策に関

しては留意点もある。地域雇用政策は 1 つの政策の中で、個性を活かし自立した地方

をつくるといった地方分権改革の実現と、厚生労働省の基本方針である、意欲のある

すべての人が働くことができるよう、労働市場において労働者の職業の安定を図ると

いう目的のために地域の雇用機会創出を目指すという、2 つの目的を両立させること

が目指されている。この両者は必ずしも目的の実現プロセスが一致しない。実施の枠

組みとしては、現場の主体性発揮という点で積極的な側面を持つ一方で、これまでの

地域雇用政策が持っていた国による地域間の調整機能という性格は有しておらず、競

争的な資金獲得と成果による評価が優先される側面を持つ。財政状況が悪化し疲弊し

た地方自治体や過疎高齢化課題を持つ等の競争条件が厳しい地域で、働きながら生活

を維持していきたいという要求をどのように政策内に取り上げるか、制度の課題を有

していると言える。 
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小括 1987 年の地域雇用開発等促進法からの変化 

1990 年代以降、行財政構造や急速な景気低迷により、国と地方の関係性に関わる

大きな構造変化が見られた。地域への注目は、第一に従来の福祉国家的枠組みから自

立・自助や地方分権といった新自由主義的な政策体系への変化を背景としている。第

二に、福祉や生活関連の課題が出現する現場単位の自治の主張を背景とするものであ

る。 

2000 年以降には、地域間格差や雇用不安の拡大といった問題が顕在化するように

なった。国が国民経済の均衡ある発展の担い手としての責任を後退させる中で、地方

分権や省庁再編といった国と地域の行財政改革が行われ、地域の持続課題に関わる議

論が生まれた。さらに、2005 年の地域再生法の施行以降、地方自治体に地域再生へ

の取り組みが求められるようになった。政治経済の変化の中で、地域雇用政策も、失

業対策を含む雇用政策と地域再生の課題を統合的に扱う政策へと変化した。 

このように、1987 年の地域雇用開発等促進法の制定以降、地域雇用政策も大きく

変化している。第一に、地域が積極的に雇用政策にかかわることが求められるように

なった。第二に、地域雇用政策の内容が拡張し、統合的な政策として実施されること

になった。その内容は、地域課題の事業化を目的として、地域内の労働需給に関わる

施策を行うことである。これは、特に 2005 年の地域再生法施行以降の特徴と言え

る。現在では、地域の雇用対策と、地域開発や失業対策のための緊急雇用事業が、地

域雇用政策の一環として実施されるようになっている。様々な課題を抱える地域での

実践の中で、地域雇用政策がどのような課題と意義を有しているかを、次章以降では

事例地域を挙げて検討する。 
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第 3 章 地域雇用政策による就業機会形成の成果と課題 

              ―石川県珠洲市内集落の生活実態調査と事例検証― 

 

はじめに 

国家レベルの労働市場の需要と供給の調整を中心とするかつての雇用政策の構造が

変化している。ここまで見てきたように、産業構造や雇用環境、国と地域の関係性の

変化により従来の雇用政策の枠組みでは解決できない問題が生まれている。生活課題

といった地域の問題解決につながる雇用政策が必要とされるようになり、地域諸主体

が参加する地域雇用政策に期待が向けられている。この地域雇用政策には①産業育成

や就業機会形成のための労働力のデマンドサイド、②就労阻害要因を持つ人たちへの

総合的な就業支援を行うサプライサイドの二つの事業領域がある。前者の需要面の課

題に対しては労働者の雇用維持や新たな就業機会の創出、また地域雇用創出を担う人

材の育成といった政策手段と考えられており、後者の供給面の課題に対しては都市部

では就労阻害要因を持つ人の就労支援や産業間労働力移動を円滑化する教育・訓練と

いった政策手法があるが、条件不利地域では一次産業や生活サービスの担い手をどう

確保するかという課題がある。 

地域経済の課題として、都市への人口集中による地域間の格差拡大や第一次産業や

建設業の不況、地域進出企業の撤退と第一次産業や中小企業、福祉関連の人材不足と

いう労働力ミスマッチの状況が深刻化している。また、地域に住み続けることや、そ

の地域社会の持続そのものが困難となる構造的な課題が顕在化している。このような

背景から、労働力の需給の両側面から地域レベルで就業構造を再構成する必要性がこ

れまで以上に高くなっている。本章では、次の 2 つの視点から対象地域の地域雇用政

策について検討する。第一に、地域雇用政策が住民の生活状況とどのように関わりを

持ちながら就業機会を形成しているかを検討する視点。第二に、地域雇用政策が条件

不利地域における生活や社会の維持にどう関わっているのかを検討する視点である。

言い換えると、地域雇用政策を契機として生まれた地域内での就業機会が、地域の資

源活用や地域社会の生活課題に応える働き方を提示し、かつ、地域社会持続のために

必要な条件の再構築に意義を持つかという視点である。 

以上の課題を検討するにあたり、地域雇用政策関連事業を実施した石川県珠洲市内

三集落の生活実態調査の内容を用いて、人口と産業構造、家計収支をもとに、同地域

の地域構造と生活の持続の条件の分析を行う50。その上で、地域が実践する雇用創出

の取組みを紹介し、地域が主体となる雇用政策の意義について検討する。事例とする

珠洲市内三集落の生活実態調査は、1989 年から約 10 年おきに実施されており、1989

年から金沢大学研究者を中心とする医療・福祉問題研究会と、2011 年に筆者も参加

した金沢大学地域政策研究センターを中心として実施された同集落の生活調査に加え

                                                           
50

 1989 年、1999 年調査は当時発表資料に基づく。2011 年調査、及び個人の聞き取り調

査の内容の取りまとめ等に際しては、個人が特定されない方法で行う事を調査協力者に文

章等で周知した。なお、コミュニティビジネスの会社名に地名を用いており、個人特定の

おそれがあるため本稿では「株式会社 N」の表記に統一している。 
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て、筆者が単独で実施した追加的なヒアリング調査の結果を用いている。生活調査の

目的は、過疎高齢化が進む地域において、住民が住み続けられる条件と、条件整備の

ための必要施策を明らかにすることであった。 

 

第 1 節 条件不利地域の就業機会形成をめぐる先行研究 

地域の労働力の需要・供給について、条件不利地域で問題となるのは雇用機会の不

足と、農林漁業等地域産業の後継者となる労働者不足といった課題である。需要と供

給の両方が不足し、ミスマッチが発生するという矛盾した課題は、小田切[2009]によ

る「誇りの空洞化」という指摘等、一様ではない問題を抱えているが、地域産業によ

る就業機会が労働力人口にある世代が家計を維持するために十分な所得が得られない

ことが、要因の一つであると考えられる。 

1960 年代に既に過疎問題が課題とされる中で、1980 年代半ばまでの農村地域の就

業機会創出は企業誘致が中心であった。しかし、小規模零細事業者の離農と農村の工

業導入による近代化への期待は、兼業農家の拡大という計画と異なる結果となった。

農村型の特殊低賃金構造により低賃金労働力としての役割を担わされるようになっ

た。 

また企業誘致による外来型資本による雇用創出は企業の撤退等が起こりやすく不安

定であった。そのため、地域の内発的発展論等の地域に根ざした産業と就業機会の必

要性と、住民の主体形成により自立的な経済を目指す宮本[1982]、岡田[1989]、保

母[1996]等の議論が生まれた。一方で、「特殊農村的低賃金」と呼ばれる農村の賃金

格差構造が兼業化や兼業農家滞留を生み出している状況に関する田代[1980]等の地域

労働市場論の研究が生まれた。山崎[1996]は地域労働市場に地域性があり、農業労働

力の不足が農業従事者の労働条件の向上に向かう可能性を持つことを指摘している
51。その後、労働力に占める農家、農村出身者が低下し農村労働力を基準とする賃金

構造は成り立ちにくくなり、国外の低賃金労働力との生産コストの比較になった。 

条件不利地域では第一次産業や建設業のみの収入で家計を形成する事は困難であ

り、自治体職員や農林漁業協同組合職員が条件不利地域では安定した仕事となってい

る。条件不利地域の後継者就農を対象とした神崎・堀内[2013]の調査では、条件不利

地域では地理的要因等により農地集約化に限界を持っており、農産物の高付加価値化

の取組みだけでなく、専業農家であっても家族内多就業や複合経営化を図っているこ

とを明らかにしている52。条件不利地域や農村の生活実態に関する研究として、小林

[2004]は、佐賀県玄界灘島嶼地域の地域構造の分析を行い、半農半漁の就業構造を分

析している。そこから「生産条件が不利か良好かは、同じ地域においても地目により

異なり、水田（稲作）は不利でも、果樹栽培や畜産には必ずしも不利とはいえない

し、またそれらの条件は社会経済動向の変化に伴って変化しうる」こと、また、減少

しつつあるものの零細農家を中心に農業と漁業の複合経営が行われており、半農半漁

                                                           
51

 山崎亮一[1996]44-47 頁。 
52神崎淳子・堀内美緒[2013]311-316 頁。 
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が常態として存在していることを明らかにしている53。対象地域では、U ターンによ

る後継者が就業しているものの、小学校の廃校や独身後継者の配偶者不在の問題など

持続的社会への課題を指摘している。 

また、農村地域の生活者への社会調査に基づく課題発見のアプローチがある。江口

[1994]は集落の家計調査を行い、農村の社会的な生活格差と地域の生活基盤の不足を

指摘し、高齢者等の低所得・不安定層への「最低標準生活費」保障により生活引き上

げの必要があることを指摘した54。1990 年代以降の農村地域では、兼業農家から土地

持ち労働者へと農家の性格が変化する一方で、企業の低賃金労働による競争戦略が国

際的に展開する中で地域労働市場は縮小し、公務労働を含むサービス業の就業機会も

減少していった。澤田[2008]は、集落調査から農家が雇用による補完的就業機会を得

ることが困難になり、農外就業を持っていた農家年金取得年齢前後の高齢者が帰農す

る状況を明らかにしている55。また、河野[2000]は、医療・福祉サービスへのアクセ

スが困難である地域においては、高齢者が通院や入院の必要が出た時点で、地域から

退出をせざるを得ない状況が見られることも指摘する56。 

以上より地域に住民が住み続けるためには、住民が必要とする所得形成の機会が必

要であること、また、条件不利地域においては、兼業等の複合的な収入の組み合わせ

で成し遂げられるものであることがわかる。その際、必要とされる家計収入も家族構

成や地域の生活基盤との関わりの中で多様に異なる。このような生活者の個別のニー

ズへの対応は、基礎自治体等の生活課題を共有できる小規模な範囲が機動力を持つ対

象であり、かつて相互扶助の形でコミュニティに委ねられていた問題でもあった。 

地域雇用政策は地域ごとに多様な課題やニーズへの対応が可能となる点で、生活課

題に取り組むことが可能な政策である。また、地域の生活基盤が抱える問題に対して

就業機会の創出を通じて取り組むことから、地域社会の構造を再構成する可能性を持

つ政策でもある。以下では、地域雇用政策が生活維持に必要な労働と所得を形成する

ことを通じて地域社会システムの変化を生む可能性を持つことを示す。 

 

第 2 節 調査対象地域の人口動態と産業構造 

 石川県珠洲市は、能登半島最北部に位置し、平地が少ない地形構造にある。調査対

象集落は、市内でも特に高齢化率の高い地域である。対象地域の人口は、第一回

1989 年調査から第三回 2011 年調査の間に 35.2%（267 人→173 人）減少しており、

世帯数は 16.7%減少している。人口減少率に対して世帯数の減少率が低いのは、高齢

者のみ世帯や独居老人世帯が増加しているためと考えられる。また、調査期間ごとの

対象地域と珠洲市全体の人口・世帯減少率を比較すると、第一回から第二回の間に対

象地域では 25.5%もの人口が減少しており、人口減少が深刻な珠洲市の中でもさらに

急進的に問題が出現している地域といえる。第二回、第三回調査間の比較では、珠洲

                                                           
53小林恒夫[2004]176-179 頁。 

54江口英一[1994]315-348 頁。 

55澤田守[2008]47-62 頁。 
56河野すみ子[2000]85-92 頁。 
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市全体の人口減少率のほうが対象地域よりも高い。しかし、同時期の世帯減少率は市

全体より高く、高齢者世単身世帯の人口減少が進んでいると考えられる（表 1）。

1989 年調査の段階では既に高齢化が課題となっており、65 歳以上高齢者を含む世帯

は 35.7%(50 軒)であった。2011 年調査では、65 歳以上高齢者の割合は 52.1%であ

り、70 歳代以上は 46.6%に増加している。 

 

[表 1]調査実施数と対象集落および珠洲市の人口・世帯数とその推移（単位：世帯、

人）  

 

資料：井上他[1990]、河野[2000]、武田他[2013]より作成。以下表 2～4 も同様。珠

洲市人口については珠洲市市民課住民基本台帳数に基づく。 

 

対象集落の中心的産業は農林漁業等第一次産業である。2011 年調査では、販売農

家と自給的生産を合わせ、調査世帯の約 7 割にあたる 45 戸が「耕作を行っている」

と回答している（表 2）。しかし、傾斜地が多く農地面積が少ないため、稲作農家の

多くは小規模農家である。農業の担い手は、夫婦 2 人の世帯構成員で作業を行い、繁

忙期にのみ他出した子供や親戚等の手伝いを受けているという回答が全体の 71.8％

あった。また、高齢者世帯を中心とする小規模生産者も小型の耕作機械を保有してお

り、可能な作業は家族で行い、設備が必要な乾燥等のみ作業委託を利用していた。農

業用資材の購入内容のうち、稲作のための種モミや肥料等の購入は農協を利用する世

帯が多く、資材費購入費の支払いには費用相当額の供出米を対価として農協に出荷し

費用を相殺している。多くの農家がこの供出米と自家消費、他出した家族・親戚に送

る量程度でほとんどの米の年間生産量を消費する。一方、畑作は稲作以上に小規模で

あり自家消費の意味が強い。栽培品目はジャガイモや玉ねぎ、大根・白菜・きゅうり

などの野菜類であった。苗、タネ、肥料等の野菜栽培用資材は一般のホームセンター

で購入するケースが多く、そのため、野菜の生産費用よりも一般の小売店で商品を購

入するほうが安いという意見もあった。 

 

[表 2]耕作世帯数と農作業労働力確保の状況(回答数 54 件、複数回答あり)（単位：

人） 

 

 

1970 年代以降、半島振興を目的とした国営農用地開発事業により地域内に大規模

な葉タバコ生産団地が造成された。葉タバコ生産は 1990 年代に最盛期を迎えた後、

生産農家や作業員の高齢化、減反政策により農家数が減少状況にあり、耕作放棄地の

拡大が課題になっている。一方で、2000 年代前半まで葉タバコ生産農家による収

調査数 調査地域 珠洲市全体

人口合計
調査世帯

数
人口 世帯数

人口

減少率

世帯

減少率
人口 世帯数

人口

減少率

世帯

減少率

1989年調査時 226 69 267 84 ― ― 25,774 7,190 ― ―

1999年調査時 161 54 199 75 -25.5% -10.7% 21,711 6,899 -15.8% -4.0%

2011年調査時 163 65 173 70 -13.1% -6.7% 16,980 6,487 -21.8% -6.0%

同居家族
中心 他出親族の手伝い有 一部
農作業委託 一部
農地貸借

回答
世帯数

45 42 5 3 4 7 1 1

完全放棄完全委託 常時雇用耕作有
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穫、乾燥等の主婦パートを中心とする就労機会を地域に生みだしていた57。後述の地

域固有種大豆はこの耕作放棄地の転作作物として栽培が行われている。その他産業に

は、民宿、家族経営による土産物店、飲食店、これら商店が出資した共同販売施設等

の小売業があった。1980 年代の能登観光ブーム時に多くの観光客が訪れたが、現在

は多くが廃業し、地域内の農協支所も閉鎖している。また関西方面への集団的な出稼

ぎが行われていた時期もある58。 

自治体規模の産業課題として、珠洲市は地域経済や産業の衰退、人口流出の問題か

ら、1970 年代以降原発誘致の方針を示して以降、2003 年に原発誘致に終止符を打つ

まで原発問題をめぐり長い対立の歴史持っている。現在は、地域再生計画の中心に観

光や第一次産業、製塩等の地場産業の活性化策を据えている。次章以降の地域雇用政

策も、この地域再生計画に沿う地域の雇用創出事業として取り組まれている。 

 

第 3 節 地域産業の内容と家計の支出構造 

まず、1989 年時点の収入状況についてみていく。調査世帯の収入源は多い順に、

第一次産業（農業、漁業、農業と漁業の兼業）、給与所得、自営、年金、出稼ぎ等が

挙げられている。第一次産業を主たる収入源とする世帯が全体の 32.3%（22 軒）と最

も多く、次いで給与所得が 25%（17 軒）であった。また、第一次産業を主とする 22

軒のうち 19 軒が、年金や給与所得、自営、出稼ぎなどの他の現金収入の機会を持っ

ていると回答している（表 3）。農業を主とする第一種兼業が 11 軒、出稼ぎ含む第

二種兼業が 11 軒である。また、調査に回答した 60 歳代以上住民の約 6 割が出稼ぎ経

験者であった。当時の珠洲市全体の産業別従業者数を見ると、公務労働を含む第三次

産業の従業者数が 45.8%、次いで製造業が 28.0%であった。市全体の第一次産業従業

者の割合は 1.9%であり、調査地域は市内でも第一次産業比率が特に高い地域である

と言える。また、多くの世帯が農林漁業だけでなく、出稼ぎ等の季節労働や自営業等

の複数の所得形成機会を持っており、多就業型の就業構造であるという特徴も見られ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                           
57最盛期の 1990 年から 2000 年にかけて、最大規模の葉タバコ農家では、摘み取りや乾燥、

加工のために近隣地域の女性を中心に年間延べ約 1000 人の作業労働者を雇用した。当時

の工賃は、女性は 5600 円/日給、男性 6600 円/日給であった。 

58 能登半島北部は出稼ぎ輩出地域である。調査地域における出稼ぎ先として男性は関西

を中心とする酒造業や漁業、大阪や名古屋の製造工場、建設現場等が挙げられ、女性は関

西圏を中心とする機業、近年では近隣観光施設が挙げられていた。  
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[表 3]1989 年、1999 年調査時の家計における収入内訳  （単位：世帯）  

 

 

1999 年調査は 1989 年調査世帯の追跡調査として実施された。家計に占める収入は

多い順に年金、給与所得、第一次産業、自営、出稼ぎ等であった。前回調査からの特

徴的な変化は、①収入構成のうち年金を 1 位とする世帯割合の増加と②第一種・第二

種兼業農家数の減少の 2 点である。同時期、珠洲市の第一次産業従業者数は他産業部

門の人口流出が進んだため従業者割合が増加していた。しかし、調査地域では人口減

少とともに第一次産業従業者割合も減少しており、高齢化による離農がこの時期進ん

でいたことがわかる。 

2011 年調査では家計収入の種類を問う質問に対し、国民年金、兼業先や出稼ぎ期

間中の厚生年金、農協の年金共済などの各種年金を挙げる世帯が最も多くなっている

（表 4）。集落の高齢化に伴い、所得源が出稼ぎを含む勤労所得から年金中心へとシ

フトしてきていることが分かる。対象地域は第一次産業や自営を中心とする地域であ

り、住民の多くが国民年金受給者であったが、出稼ぎ期間が無保険であった等、加入

期間が短かいことから老齢基礎年金の満額以下の受給しか受けていな世帯も見られ

た。また、現在も農業や漁業等第一次産業から収入を得ているという回答は 27 件あ

り、年金を中心的収入源としつつ、世帯単位では年金を含む複数の収入源を持つ多就

業の家計構造となっている。 

 

[表 4]2011 年調査時における家計収入内訳(回答数 181 件、複数回答あり)(単位：

人） 

 

 

 2011 年調査では、「家計の負担となる支出」についても尋ねている。そこから、

世代を通じて負担感の高い項目に交際費、特に冠婚葬祭の費用が挙げられることがわ

かった。次いで、水光熱費や医療費、食費が挙がる。また、地理的な条件から自家用

車での買い物や通院の割合が高く、ガソリン代等燃料費の負担を挙げる世帯もみられ

た。一方、子どもや孫への仕送りをしている世帯は 3 軒 あり、いずれも年金以外の

収入がある世帯であった。調査地域において、複数の子どもを進学させている家の世

帯収入は調査対象の中で最も高い階層にあった。他に、家計外支出として、農業用資

材等の購入費、漁船の燃料費等の支出も多くみられた。販売だけでなく自給的生産に

所得要素第１位 回答世帯数 所得要素第１位 回答世帯数

第一次産業（農業、漁業、農漁業両方） 22 年金 17

給与 17 給与 15

自営業（飲食店、小売、民宿） 10 第一次産業（農業、漁業、農漁業両方） 8

年金 12 自営業（飲食店、小売、民宿、船大工） 5

出稼ぎ 4 出稼ぎ 1

恩給 2 預貯金など 1

役員報酬 1 ‐

回答数計 68 回答数計 47

年金 給与 農業 漁業 仕送り 恩給 賃貸収入 雑収入 貯金 回答数計

回答
世帯数

88 55 14 13 4 2 2 2 1 181
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も、種苗や肥料等の資材費がかかるため、逆説的ではあるが、生産を継続させるため

にも現金の支出を必要としていた。 

交際費の内容は、冠婚葬祭に関わる金品の交換や寺社の維持費、道普請などを含む

地域コミュニティの互助行為に関わる費用であった。祝儀や香典の金額は前回相手か

ら受け取った同額を包むことが慣例となっており、臨時支出に対する金融融通の意味

を持つなど相互扶助的な意味があった。そのため、これらの支出を抑制する事は地域

コミュニティでの生活を継続する上では難しい。一方で、医療や介護に関しては、費

用負担を敬遠し、病院等の利用を抑制する状況がみられた。また、当該地域から市中

心部の病院までは、公共交通機関を使用すると片道 890 円かかり、公共交通機関の運

賃が通院の負担となるという回答あった。通院時には、同居家族や親戚、近隣等に自

家用車での移送を依頼し、それに合わせて買い物や用事をまとめて行う等公共交通費

を減らす工夫も見られた。 

1989 年、1999 年の調査時点において、井上ほか[1990]や河野[2000]は地域に住み

続けたいと希望する高齢者が、要介護状態になった際に医療・福祉サービスへのアク

セスが困難であるため、他出家族の居る地域に転出しなければならない「もうひとつ

の過疎化」の状況が現れていることを指摘している。 

支出を伴いながらも農業を継続する理由としては、近隣にスーパー等小売店がな

く、食品等の買い物が不便な状況を補足するためという回答が自給的農家を中心に多

く見られた。その他には「全く自作していない状態で近隣の人から貰いものを受ける

事はできない」「（貰い物等の）お返しにする」等、共同体内のモノの交換のための

生産という理由も挙げられた。また、家族や親戚に作物を送るという理由や「道の駅

に置く商品として」珍しい品種を栽培するという理由もあった。農業が貨幣獲得のた

めの生産活動としてだけでなく、交通の不便を補完するものであり、同時に楽しみ

や、近隣との付き合いのために行われているものでもあることが分かった。 

 

第 4 節 過疎高齢化地域における地域雇用政策の意義と可能性 

 次に、過疎高齢化地域の住民が設立したコミュニティビジネス「株式会社 N」を事

例に地域雇用政策の意義について検討する59。「株式会社 N」はこれまでに 2 つの地

域雇用関連事業を利用しており、1 つは、厚生労働省「地域雇用創造推進事業」によ

る「珠洲ブランド産品を核とした産業振興による雇用の創出」事業であり、もう１つ

は、「ふるさと雇用再生事業」を活用した「株式会社 N」における雇用創出事業であ

る。本章では両事業について、事業関係者や自治体担当者等へのヒアリング調査を行

い、その成果と課題を整理する。「株式会社 N」には前述調査 3 集落のうち 2 集落が

参加している。 

 

①「株式会社 N」の概要と地域への影響・効果 

「株式会社 N」は、道の駅の受託管理組織として設立された組織であり、かつて同

じ小学校区であった 4 集落の住民が株主として全戸参加することを原則としており、

                                                           
59参加集落に次節の地域固有種の大豆生産と加工技術を持つ集落が含まれている。 
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組織の代表や役員は区長等によって担われる地縁組織的性格を持つ組織である(4)。事

業の資本金 380 万円は株主である住民が一株(１万円)以上を出資し準備し、対象地域

の約 98％にあたる 87 名が参加している。住民への利益分配を目的として株式会社の

組織形態を選択しており、2009 年、2011 年には事業利益から配当を出している。 

現在、同社はフルタイム職員 3 名、豆腐加工工場のパートタイム職員 3 名の計 6 名

を雇用している。道の駅の施設は、かつて観光客向けの共同販売所として利用されて

いた施設を再整備し、市が国交省に道の駅として申請したものである。施設には、地

域産品の直売所や交流体験スペースと併せて、豆腐製造工場を併設しており、豆腐や

おからドーナツ、豆乳アイスクリーム等の製造販売も行なっている。直売所に地域住

民のうち約 30 名が出品者として登録しており、米や豆類等の地元農産物や自家野

菜、手芸品などを出品している。収入金額は小額であるが、観光客が多い時期には 2

回 3 回と出品に来る生産者もあり、楽しみと交流の場として利用されている。また、

直売所における 2011 年度の購買者数は 5 万 1592 人となっており、道の駅整備以前

はほとんど観光客も来なくなっていた地域に多くの交流人口が生まれている状況が確

認できる（図 1）。 

 

[図１]「株式会社 N」売上高推移と購買者推移[2009,2010,2011 年](単位：千円,

人) 

 
資料：「株式会社 N」株主第四回総会資料 (2012 年 5 月 26 日開催）より作成。 

 

「株式会社 N」は各集落を残しつつ 4 集落の住民を株主組織として再編成した組織

でありであり、株主総会により運営されている点に特徴を持つ。この運営の中で、住

民からの生活上のニーズに取り組む様子も現れている。その 1 つが、交流施設内への

精米機の設置である。これは、観光客向けには購入した玄米を精米する為に設置され

たものであるが、地域の自給農家が自家米を精米する際にも利用できるようになって

いる。農協の共同乾燥施設に作業委託すると乾燥精米が可能であるが、小規模な自給

的農家の中にはハザ干し乾燥を行う農家もあり、地域内に精米施設が欲しいという要

望に応えたものである。また、住民から直売所に調味料を置いてほしいとの要望が出

されたことから、積雪により特に外出が困難になる冬季のみ買い物代行サービスも行

なっている。冬期は道の駅の観光客が減少するため、製造した豆腐の一部を月に 2 回

市内の小売店で販売している。その納品時に肉や卵、惣菜など、住民向けの買い物を
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行い、依頼者に道の駅で代金と引き換える。しかし、「株式会社 N」にとって住民の

課題に応えることは株主向けサービスにあたり、これらのサービスは現状では無償で

行っており、営利事業とはなっていない。今後、このような取り組みから地域事業組

織が住民の生活支援サービスの新たな供給主体となる可能性の萌芽とも言える。 

 

 ②「地域雇用創造推進事業」に関わる人材育成事業 

「株式会社 N」が販売している豆腐は、2007 年度に珠洲市が「地域雇用創造推進事

業」の採択を受けた際に開発された商品である。この事業は、地域雇用開発促進法に

おける同意自発雇用創造地域において、地域資源を活用した雇用拡大やそのための人

材育成・研修事業を行う際の支援事業である。  

この研修事業が地域経済や住民生活にもたらした成果として、雇用機会の創出、農

産物加工品の開発、およびそのブランド化の 3 点があげられる。第 1 に、大豆の加工

技術を学んだ住民 3 名が「株式会社 N」の豆腐工場で、製造スタッフとして雇用され

た。第 2 は地域固有種の大豆を商品化し、豆腐の製造プロセスと工程管理の仕組みづ

くりが行われた。第 3 は、豆腐がメディアで取り上げられるに従い、豆腐原料の大豆

自体も地域ブランドとして注目された。その結果、耕作放棄が進んでいた葉タバコ畑

の大豆転作栽培が行われ、2004 年には 1.5ha であった栽培面積が 2012 年には 7.0ha

にまで拡大した。2007 年の商標登録以降、枝豆用や菓子原料などへの販路拡大に取

り組んでいる。 

当該事業により研修を受け、パートタイム就労の機会を得た住民の 3 名はいずれも

女性であり、「株式会社 N」からの給与以外に、年金を主な収入源としており、給与

額は勤務日数により変動するが、月平均 2～3 万円程度であった。勤務はシフト制で

あり、観光シーズンと冬期の閑散期で勤務時間や出勤日数が異なる。 

従業員 A は、自給用水田（10ａ）と畑を所有し、夫婦で米と野菜を栽培しており自

給的生産は食費の 2 割程度であった。家計は夫婦の年金収入と A の「株式会社 N」の

給与により構成されていた。また、従業員 B は、水田（3ａ）と小豆（10ａ）、その

他野菜栽培を一人で行なっていた。食料の 9 割を自給的栽培により賄っており、栽培

した野菜の一部を直売場にも出品し、月 2000～3000 円程度の販売額を得ていた。両

名とも、豆腐加工の就業から得られる所得は「追加的な収入」であり、「他出した家

族に野菜やコメを送る」あるいは「人夫を入れて、夫や義母が亡くなった後も米作り

を継続する」費用に充当したという回答であった。 

地域雇用政策により生まれた就業機会から得た追加的所得を農業資金や交際費と

し、年金を基盤に地域での共同体生活を維持している状況が見られた。前述のよう

に、自給的農業は買い物等が不便な同地域において食料確保や現金節約の手段である

とともに、日ごろの交際費として近隣住民や親戚・家族間でやりとりをするためのも

のであった。また、家族・親族や共同体との関わりが住民の生活の安心を意味してい

た。 

 

③「ふるさと雇用再生特別基金事業」による雇用創出の成果と課題 
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「株式会社 N」では、2010 年から 2 年間「ふるさと雇用再生特別基金事業」を利用

しフルタイム職員を雇用してきた。同事業は、都道府県が基金を造成し、地域主導の

雇用創出事業に対して人件費を含む事業費を支援するものである。2011 年度「株式

会社 N」は売上 2811 万 5 千円であり、人件費 1215 万円と諸経費 1003 万円を除き、

純利益 230 万円を得ている。この事業期間内に同施設は、設立時に珠洲市から受けて

いた借入金を完済し、冷蔵施設への投資など積極的な経営を行ってきた。「ふるさと

雇用再生特別基金事業」は 2012 年 3 月末に終了したが、雇用した職員全員が継続雇

用されている。 

フルタイム職員 3 名の勤務条件は、基本的な勤務時間は 8 時間であるが、繁閑期の

差があるため勤務日数や時間はシフト制及び季節変動制となっている。給与は、フル

タイムとパートタイムに共通の基本給にもとづき計算され、豆腐加工、経理事務、体

験学習、販売の担当業務に応じた業務手当が支給される。基本給は石川県の最低賃金

額と比較すると若干高い水準である。職員は、いずれも 60 歳以下の珠洲市内在住者

で、学校卒業後に地元就職し、現在は「株式会社 N」に雇用されている。 

30 代職員 C は、珠洲市内で漁業を行う父母と同居し、家計を共にしている。本人

の所得は世帯的多就業の一部という位置づけとなっていた。インタビューでは、UI

ターン政策としての本就業機会の意義に関する質問も行った。自身が UI ターン者で

あった場合、今回のような就業機会形成は有効であるかという質問に対しては、

「（この雇用をきっかけに）UI ターンを生むのは難しい」という回答が述べられ

た。単身の U ターン者であれば地域に既住する家族と共に住むことにより住居費等の

生活費の節約が可能であるが、I ターン者や世帯単位の移住の場合にはそれらが全て

支出を伴う負担となる。通学・通院等移動を家族が送迎することの負担や高校進学時

に子どもの進路希望によっては下宿が必要になるなど過疎地ゆえの金銭的、時間的コ

ストが多い。また、地域コミュニティとの関わりなどの点でも都市との生活様式と違

いに不自由を感じることもあり、定住は難しいのではないかとの回答であった。次世

代への地域継承のために定住促進に取り組むためには、地域社会の担い手が定着可能

な生活維持の条件整備を検討することが必要とされる。 

 

小括 事例地域の地域雇用政策の意義と課題 

事例地域の生活実態調査と地域雇用政策の意義と課題を検討する。まず、事例地域

の生活実態調査から地域構造の特徴をまとめると以下の三点になる。第一に、農業や

漁業、季節雇用等様々な就業を組合せながら生活を維持してきたという家計構造であ

る。ただし現在の住民の多くが年金受給者世代となっており、年金と小遣い就労等の

現金収入手段を持ち、自給的農業や地域の互助等により支出を抑制した生活を行って

いる。第二に、コミュニティで必要とされる冠婚葬祭等交際費や自給的意味や生きが

いとしての農業の資材購入費など、地域固有の現金支出の構造がある。第三に、過疎

化の進行に伴う医療や教育、買い物等生活サービスの撤退により、これら生活サービ

スを利用するために、住民は時間的、金銭的負担を強いられている。 

このような地域構造に対する、当該地域の地域雇用政策の成果を以下にまとめる。

第一に、貨幣所得を獲得する機会が生まれたことである。地域資源の商品化や直売所
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での地域産品の販売などにより、金銭的な経済活動を地域内に生み出していた。これ

らは家計補助的な追加所得や世帯内多就業により生活を維持することに貢献してお

り、貴重な現金収入機会となっていた。また、追加的現金収入をもとに自給的農業が

営まれており、自給的生産活動や生きがい就労としての農業の維持や互助行為等にか

かる投資的支出を補填する役割を担っていた。第二に、地域ガバナンスの再編成であ

る。地域住民が株主として参加する株式会社を設立し、就業機会形成とその維持を目

的とした目的型組織を地域内に形成した。それにより、雇用維持を優先する組織経営

や利益の再分配の仕組みが作られていた。第三に、地域組織の形成による共同体機能

の再編成である。第二の点と関連し、地縁型組織が地域ガバナンスの中心であった

が、事業創出や就業機会形成について、新たな組織が地域内に誕生している。地域雇

用政策に関わる住民参加型組織が、共同管理施設の保有や生活支援といった弱体化し

た互助機能の一部を担う取組みをしていた。これまで、従来の共同体の互助機能が弱

体化したことにより、介護や生活支援が家族間扶養による個別の家計の負担となり、

生活ニーズは潜在化していた。さらに、最終的に負担が過重になった時点で高齢者が

地域からの退出を選択するため、高齢者の生活ニーズは地域内では顕在化しづらい状

況があった。このような地域課題に対し、学校の統廃合やバス等公共交通路線の廃

止、病院の診療科減少といった当該地域の生活サービスの撤退・縮小が利用者負担に

転嫁されている問題に対し、一部ではあるが「株式会社 N」が地域組織として取り課

題に組む様子も観察された60。 

本章は地域雇用政策による生活と社会の維持に果たす意義を検討することであっ

た。事例地域の「ふるさと雇用再生特別基金事業」で創出された雇用では、家計補完

的現金収入の創出、多就業構造をもつ地域での就業機会豊富化、「株式会社 N」によ

る共同体機能の代替可能性の萌芽をもたらし、この地域に居住する人々の生活維持に

資する意義があった。しかし他方で、この雇用が UI ターンを可能にする雇用創出に

は至っておらず、成果と共に課題も見られた。先に挙げた生活サービス不在の問題に

加え、単一の雇用就労だけではなく自給的生産も含む複数の所得獲得手段を持つ多就

業の就業機会を提供できない事がその理由と考えられる。生活サービスの需要に見合

う個人或いは世帯の所得を生活段階に応じて確保することが必要となる。そのために

は、例えば住宅提供や、農地取得への支援など、生活基盤と多就業機会提供がこの地

域で住むための条件として必要になる。そして、さらにその先の可能性としては、生

活サービスの不在を新規事業の機会と捉えた雇用機会創出も考えられる。 

  

                                                           
60株式会社 N は利益確保と雇用維持への課題も抱えている。例えば、原料大豆の供給量と

手作り生産工程のため豆腐の大量生産、販路拡大は難しいこと。売上の大部分を観光ツア

ー客に依存しており、ツアー商品が減る冬季は売上も大きく減少すること等である。  
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第 4 章 地域雇用政策が地域への定住を促すための意義と課題 

－島根県海士町を事例として－ 

 

はじめに 

前章において、地域雇用政策を実施した条件不利地域の事例から、①住民が地域に

住み続けるために必要な現金収入の獲得、②地域組織による就業機会維持を優先とす

る事業運営、③地域組織の形成による共同体機能の再構成、以上の成果が観察され、

住民の生活条件の改善に貢献し、生活維持を可能にすることを明らかにした。さら

に、地域雇用政策が地域課題を就業機会とすることで、生活基盤の再整備に繋がる可

能性があることが分かった。本章では、地域への定住を促し、地域社会を再構築する

可能性を地域雇用政策が持つという仮説を立て、条件不利地域への定住の成功地域と

して注目される島根県海士町を事例として検討する。 

定住促進の成功事例を取り上げる理由は、一定の人口規模が存在し、地域共同体が

存在していることが、地域社会の維持に必要であるからである。この条件を満たさな

くなった場合に、集落の消滅にみられるような、地域社会の崩壊が起き、地域での生

活や社会の維持が出来なくなる。本章では、地域社会の維持という目的のために、UI

ターン者等の転入に対し、地域雇用政策が持つ意義をについて検討する。 

本章で取り上げる島根県海士町は、深刻な過疎化と財政危機の問題を抱えていた離

島であったにも拘らず、現在は若者の UI ターン移住者を多く受け入れ定住政策の成

功例とされている。UI ターン者の増加の理由として、自治体職員の積極的な人材誘

致の働きかけや、就業機会創出が行われており、それらの取組みに対しての視察や調

査等の交流人口も増加している。海士町の定住支援制度や UI ターン者へのインタビ

ューは多くのメディアで取り上げられており、海士町長として改革のリーダー役を務

める山内[2007]や UI ターン者による生活環境や移住動機の記録といえる株式会社巡

りの環・阿部・信岡[2013]といった現場からの情報発信も盛んである。海士町の UI

ターン者の定住要因に関する研究として、山本・中園[2007][2008]は産業体験事業

の利用者への聞き取り調査から、産業体験助成金を利用することで受け入れ先の幅が

広がっている点で産業体験事業の意義がある点を明らかにしている。また、北山・橋

本ら[2010]は海士町を含む島根県内 3 地域の UI ターン者のアンケート結果を比較

し、海士町を「ふるさと資源活用 U・I ターン」であり起業を促すのに最適な地域と

分類している。その他には、河藤[2009]や富沢[2013]による資源の活用による雇用

創出に関する調査では、地域活性化人材の活動と彼らの活動を支援する地方行政の役

割が注目されている。そこでは 2002 年に町長以下の職員給与削減を決めた事や、そ

れを契機とした住民の地域自治への意識改革と危機感の共有といった切実な取組み背

景が紹介されている。また、I ターンのきっかけや移住後の活動内容の紹介を通じ

て、やる気があり、高い学歴や都市での職歴を持つ人材が自己実現の場として海士町

に移住し新たな地域公共人材としての役割を果たしていることが紹介されている。以

上の先行研究を踏まえ、本章では、移住者が生活できる所得形成機会が地域内に創出

されていることに注目し、生活維持の前提となる地域内での所得と支出のバランスと

地域雇用政策の成果との関わりを評価した。 
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総務省の地域おこし協力隊事業など、都市住民が過疎、山村、離島等の条件不利地

域に住民票を移し、生活をしながら地域力の維持・強化に取り組む事業が実施される

など、地域への人材還流の生み出す効果が注目されている。しかし、UI ターン者な

ど地域に移住する個人や世帯は、住宅や耕作地等の生産手段を持ちながら住み続ける

住民よりも、生活維持の困難の度合いが高いと考えられる。地域雇用政策により、生

活可能な所得が得られる雇用機会を創り出し、またその就業機会が継続する見込みを

持つことが、定住選択の要因となると考えられる。そのための条件を満たす地域の雇

用構造が地域雇用政策によって再構築されるかが、重要な課題となっている。実際の

地域雇用政策の内容を分析する際には、第一に地域の産業構造や地域雇用政策の政策

主体がどのような役割を果たしたか、第二に地域雇用政策による雇用が生活維持や就

業機会として UI ターン者が必要とする内容であるか、という二つの視点から、検討

する。本章は既存研究と共に、2012 年、2013 年に行った海士町調査のヒアリングで

の内容をもとに考察を行っている。 

第 1 節では、地域雇用政策による就業機会形成の課題を検討するため、既存の農村

研究における雇用創出の課題の到達点を整理する。第 2 節では、海士町に関わる定住

者アンケート等の既存研究を用いて、就業機会の定住の関係について整理する。第 3

節では、地域雇用政策と定住に関わる具体的な取組みを観察する。第 4 節では「地域

の生き残りをかけた」地域社会の維持を目的とする海士町の施策と地域雇用政策との

関わりを検討する。 

 

第 1 節 雇用不足地域における就業機会形成に関する既存研究 

農山村地域等の条件不利地域が抱える雇用機会不足の課題に対しては、従来、自治

体による企業誘致や地域産業の振興策が行われてきた。しかし、産業立地に優位性を

持たない地域では、企業誘致による雇用創出は、持続的な雇用不足の解決手段にはな

らなかった。これら地域の低賃金労働力によるコスト削減のメリットが非正規労働者

や海外労働力との競争で弱くなった場合に、資本は条件不利地域から撤退した。 

雇用不足の問題を抱える農村地域を対象として、地域住民が主体となった農山村地

域の振興に関する議論として、内発的発展の議論がある。内発的発展論は、1970 年

代に登場した経済発展論であり、外来型開発と対峙する発展戦略である。内発的発展

論では、都市と農村の関係について、日本経済の成長の中で、農村は都市や工業地域

の食料や労働力供給地として利用されてきたと分析する。その結果として、都市の過

密と農村の過疎という問題が出現している。内発的発展の議論は、地域住民が主体と

なり地域が持つストックを活用し、地域を活性化させる取組みとして注目された。内

発的発展論について岡田[2005]は地域内循環を作り出し、地域内再投資力を持つ経済

構造を住民主体で生み出すことで、地域が自立的な経済構造を持てることを提議する
61。 

このような、地域主体の自立的な活動や地域の実情に応じた事業創出という内発的

発展の取組みは、地域雇用政策の体系と親和性を持ち、その方法論として産業や事業

                                                           
61岡田智弘[2005]136-137 頁。 
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の振興を地域主体が行なう点では共通点もある。しかし、就業機会形成に関するアプ

ローチは異なる。内発的発展論は経済開発の理論であり、雇用は地域活性化や地域経

済の発展に従属して発生するものと捉えられる。一方、地域雇用政策では、就業機会

や雇用を形成することが第一の政策目的とされ、手段として雇用の場となる地域産業

の育成や経済発展の促進が行われる。 

地域雇用政策の実践事例を観察する研究として、地域間の地域雇用政策の展開の違

いについて明らかにした、伊藤[2007][2010]の研究がある。伊藤は、雇用創出規模

の大小と雇用創出効果の速度を縦軸と横軸に置き、雇用・就業者数が増加した市町村

を分類し、企業誘致型、産業クラスター型、ベンチャービジネス型、第三セクター

型、コミュニティー・ビジネス型の 5 類型を示す。企業誘致型や産業クラスター型は

都道府県単位の産業政策と結びつき、雇用創出規模が大きい傾向がある。一方、第三

セクター型やコミュニティー・ビジネス型は、規模は大きくないものの農山村地域を

中心に地域の実情に応じた雇用創出の形態として、分類されている。伊藤は、「地域

に良好な雇用機会ができれば、若者の流出を抑制でき、 UIJ ターンによる地方圏へ

の人材回帰も促進することができ、そのことが地域再生に結びつくことになる｡」62

と指摘する。ここで指摘されている「良好な雇用機会」が具体的にはどのような雇用

であるかは、示されていない。3 章の事例で示したとおり、地域に新たな人が住むた

めには雇用機会の創出だけでは不十分である。 

本章では、UI ターン者の就業状況から、定住と就業機会形成の関連を分析し、生

活や社会の維持を前提とする雇用の場と事業創出のあり方について検討する。 

 

第 2 節 島根県海士町の概要と UI ターン者の定住条件 

 島根県海士町は島根県隠岐の島前 3 島の一つであり、面積 33.5 平方キロの離島振

興法の指定地域である。人口は長期的な減少傾向にあり、1950 年国勢調査では 6986

人であった人口が、1990 年には 3119 人に減少し、2011 年には 2374 人と減少し続け

ている。高齢化率も 38％に達し、典型的な過疎高齢化地域であると言える。島の産

業別就業構造は、漁業を中心とする第一次産業が 17.4％、第二次産業が 16.8％、第

三次産業が 66.8％である。島には豊富な水量を持つ湧き水があるため稲作が可能で

あり、2010 年農林業センサスでは経営耕地面積が 114ha、農家数は 166 戸であっ

た。現在、生産した米の島内全量消費を目標とした取組みを行っている。また、島根

県で「かなぎ漁」と呼ばれる小型の舟で沿岸の魚介を採取する漁を行っており、半農

半漁の生活が営まれている。しかし、離島であるための市場への輸送コストの課題な

ど、漁業経営にとっては条件不利な地理的制約を持っており域外での流通拡大には課

題を抱えていた。その他の産業における島内の雇用機会は、他の条件不利地域同様に

海士町は公共事業投資の島内経済への影響が大きい状況にあった。「公共事業で生か

されてきた町」であると山内は述べており、合併の議論が行われた 2000 年代初めに

は、普通建設事業費等の投資的経費は歳入の約 4 割を占める支出規模であった63。 

                                                           
62伊藤実[2007]14 頁。 
63山内道雄[2007]23 頁。 
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このような、典型的な条件不利地域の特性を持つ海士町であるが、現在の海士町に

は 2004 年から 2011 年までに、215 世帯 327 人のＩターンと 173 人のＵターン者が

島に移住し、約 7 割が定住している（2013 年現在）。新たな生活拠点として海士町

を選択する UI ターン者にとって、教育福祉を含む住環境と就業機会の問題は生活を

行う上で重要な課題である。行財政改革の取り組みと地域資源を利用した事業に対す

る積極的な投資により、海士町は、「事業創出を行ないたい」「地域活性化に関わり

たい」といった意欲的な動機づけによる人材の地域への移住を成功させており、2004

年 4 月から 2009 年 12 月までの間に 144 世帯、234 人が海士町に移住している。その

結果、長期的には人口減少の傾向は変わらないものの、2010 年には人口増加という

状況が見られている（図 1）。 

本節では、過疎高齢化が深刻な条件不利地域への定住を選択する際の背景や要因か

ら、移住者が地域に移り住む際の海士町に UI ターンをした理由や生活状況に関する

既存研究のアンケートをもとに定住に必要な要素を検討する。また、海士町で行われ

ている地域の事業創出の事例から、仕事を生み出す地域の工夫について注目し、雇用

機会の創出の手段を観察する。 

 

図 1 海士町の人口推移と増減数の変化     （人） 

 

資料 海士町 HP より作成（2013/03/22 アクセス）。数値は平成 23 年 3 月 31 日時

点。 

 

海士町の UI ターン者の状況に関する山本・中園[2007]の研究では、海士町が独自

に行う産業体験助成金事業を利用した I ターン者のうち調査協力を得られた 11 名に

対して、定住決定と就業支援や定住支援住宅、町営住宅等の行政生活支援の意義と課

題に関する調査を行っている。産業体験助成金とは、海士町が UI ターン者の雇用主

に対して、1 年間 5 万円の助成金を支給する制度である。産業体験という名称である

が、UI ターン者の就労形態は一般の就業者と同様の雇用就業であり、雇用主はこの

助成金を就業者の賃金の一部補填や賃金上乗せ分という形で利用している。調査で

は、11 名のうち 9 名が農林畜産漁業やそれ以外への転職・就職を目的に定住をして
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おり、「興味があるしごとがある」ことや「就職先が決まったこと」を理由に定住を

きめている。産業体験助成金が就業先企業の負担軽減や受け入れインセンティブとし

て機能し、UI ターン者に雇用就労機会の提供により、転入者が希望する雇用の受け

皿確保に意義を持つと評価されている。また、商品開発研修生制度や第三セクターで

の仕事内容興味を持ったことを理由に挙げる定住者もおり、行政の就業機会創出の意

義も認められている。 

次に、北山・橋本ら[2010]のアンケート調査の結果から、条件不利地域への定住選

択と雇用就業機会との関わりについて検討している。北山・橋本らの研究では、海士

町産業創出課の地域担当者が UI ターン者をピックアップして個別訪問にてアンケー

ト用紙を配布し郵送回収する方法がとられた。海士町では 80 名に依頼し、45 名（I

ターン者 20 名、U ターン者 25 名）から回答があった。調査の結果、定住選択者の 33

名が雇用就業形態にあり、以下の 5 点の特徴があることを明らかにしている。①UI

ターン以前と同じ職業についている者が 11 名、②他の職種から「事務職」に就業し

た者が 11 名、③「営業職」「事務職」「その他」から「管理職」、「専門・技術

職」へ移動している者が 7 名、④「その他」と「不明」が 11 名、⑤「専門・技術

職」から「管理職」へ 3 名、「現場作業」へ 2 名が移動している。先の山本・中園ら

の調査に見られるとおり、UI ターン後の職種は「事務職」「管理職」と「その他」

の順に多くなっている。「勤め人」して雇用就業状態にあるもののうちには、海士町

の施策である「商品開発研修生」や第三セクターの資産加工・販売業での従事という

働き方をしつつ、自営業ないしそれに近い働き方をしている者が数名含まれていると

の指摘がされている。このように、多くの UI ターン者が「管理職」「専門・技術

職」「事務職」の就業機会を得て、高い割合で雇用就業による所得形成の手段を持っ

ていることがわかる。 

以上の研究から、UI ターン者の移住理由は就業機会があることが決定要因となっ

ていることが明らかにされている。また、転職により大きな職業転換を伴わない職業

や管理職、事務職の雇用が選択されていた。以上の調査から示されるのは、①生計を

維持するための就業機会があること、②キャリアの連続性がある仕事内容への転職が

選択されること、により条件不利地域であっても移住を選択しうるということであ

る。これらの研究からは、移住の決定と個人の職業キャリアとの関連が強いというこ

とを指摘することができる。 

さらに、海士町が特に UI ターン人材が多い理由としては、以上の要因に加えて、

海士町では既に I ターン者が 300 名を超え、島内の就業機会から得られる所得と、公

立の教育機関、医療機関を利用した生活で子育て世代の生活が可能であるというロー

ルモデルが提示されていること、起業等の挑戦的動機を持つ移住希望者に対して自治

体による支援の実績があることも、移住を促す条件となっていると考えられる。以

降、海士町における地域生活と就業機会の関係と、生活維持の見通しと地域雇用政策

との関連について、具体的な事例をもとに検討を行う。

第 3 節 海士町の地域雇用政策 

海士町で実施されている雇用創出事業を中心に、地域雇用政策の意義を検討する。

海士町では、地域再生計画を策定し、定住促進を目的に、UI ターンをする求職者が
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求める雇用需要を創出するための事業を実施している。自治体による積極的な国の事

業の利用が見られており、その取り組みの一つとして、厚生労働省の 2005 年「地域

提案型雇用創造促進事業」（島まるごと加工産業による雇用の創出）、2007 年「地

域雇用機会増大促進支援事業」（～人と自然が協力して産み出す～島まるごと総合商

社による雇用創造）、「地域雇用創造推進事業」（～起死回生！持続可能な雇用創造

～離島発・海士の國づくり）、2013 年「実践型地域雇用創造事業」（資源力×地域

力で島の未来を切り拓く！～「永世の島を目指して」海士流雇用創造プロジェクト

～）を実施している。これらの支援事業により、海士町では地域資源の加工業務・流

通業務における人材育成・確保支援事業や観光・物産ネットワークづくりのための人

材育成事業等を実施している。また、新たな地域再生計画に基づき実施されている

「実践型地域雇用創造事業」では、新規雇用創出分野として、①教育産業分野、②

ICT 分野、③第一次産業と連携した事業の実施を行っている、環境保全分野での雇用

創出と人材育成の取組みを行っている。このような、地域雇用創出に関わる国の財源

を利用し、新たな就業機会創出を積極的に行っている点が、海士町の特徴である。 

例えば「地域提案型雇用創造促進事業」では、水産物の鮮度を落とさず冷凍保存が

可能な「CAS」システムを導入した水産加工品事業での雇用を創出するため、加工技

術に関する人材育成が行なわれた。また、2007年から実施された「地域雇用増大支援

事業」では、産業振興のため地域資源を戦略的に流通させるための人材育成と事業支

援、商品開発が実施された。第一次産業のweb販売事業なども行っており、自治体を

中心に新規事業創出による就業機会形成が取り組まれている。その一つとして、観光

分野の雇用創出がある64。 

一方、国の地域雇用政策事業を利用した就業機会形成だけでなく、海士町独自の雇

用政策も行われている。「商品開発研修生制度」をつくり地域資源を活用した商品企

画の人材を町の臨時職員として雇用していた。その他にも町職員として広報や教育委

員会、町営学習塾等で雇用するほか、観光協会や漁協等のUIターン者の雇用を行なっ

てきた。海士町内の求人案件は、自治体が雇用主であるものに限らず海士町HPに公開

されている。現在、海士町職員、定置網漁業者等の民間企業従業員、福祉事業所介護

スタッフ等の求人が見られる65。ここでは、ハローワークの求人にも記載される基本

情報だけでない情報提供の工夫も見られる。例えば、総務省事業である地域おこし協

力隊の募集については、勤務時間・給与・福利厚生といった雇用契約条件や仕事内容

に加え、地域社会で求める人物像といった情報が提供され、移住後のミスマッチを防

ぐ工夫がなされている。 

その他にも、海士町産業振興策では新規事業を起こしたい人に対する創業支援を行

なっている。その一つとして、自治体独自に 1998 年度から行なっている「商品開発

研修生制度」がある。この研修生は毎月 15 万円の給与を支給（社会保険付）され、

                                                           
64

 海士町観光協会、漁業後継者のマッチングの取組みについては、2013 年 10 月 8 日海士

町交流促進課青山富寿生氏へのヒアリング調査にもとづく。 

65 海士町 HP「採用情報」（2014 年 3 月 24 日アクセス）。 

（http://www.town.ama.shimane.jp/saiyo/index.html） 
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住宅の提供を受けながら商品開発を行なう仕組みとなっている。また、契約期間は１

年間だが契約更新も可能としている。毎年 2 名を受入れ、2012 年時点で 27 名がこの

制度を利用している。この事業を通じて海士町で生活し、I ターンを決意するケース

もある。この他にも、創業支援事業として、海士町は漁協等関連機関と共同し、各種

の国や県等の補助事業費を利用して資金調達を援助している。これまで、岩ガキ養殖

農家が利用する公設養殖施設の建設や漁協の海藻、ひもの加工場、公設民営の干しナ

マコ加工の製造販売事業などが、創業時の支援を受けている66。また、産業体験や移

住体験を通じた、UI ターン者への体験型マッチング事業にも取り組んでいる。島根

県や海士町が独自に実施する産業体験事業を利用し、漁業体験等も行なっている。さ

らに、行政職員が後継者不足に悩む第一次産業の世代交代にも関与していた。農業や

漁業では、業界組合への加入や土地や農機具、船等の資本が必要となるため初期投資

の費用が課題となる。既に高齢化した従業者に対し、新規就業を希望する人を紹介

し、事業継承のマッチングを行なっていた。しかし、個人事業の継承など、経営者個

人の判断に委ねられる非常に独立性が高い領域にも自治体職員が関わる事は、事業者

の意向や事業内容の把握等が必要であり容易な事ではない。人口 2 千人規模の自治体

であり顔が見える関係にあることで、新たな事業創出を支援するだけでなく、事業の

世代間継承を自治体職員がコーディネートし、事業継承による UI ターン者の就業機

会の提供が行われていると考えられる。 

海士町の地域雇用政策は、国が提案する事業を積極的に利用し、産業創出や就業者

の生活安定に利用してきた点が特徴の一つである。また、海士町独自に行われる創業

支援や職業紹介事業が実施されていた。その際には、住民と行政が持つ信頼関係やネ

ットワークが、事業創出や雇用形成・マッチングにおいて活用されている。 

 

第 4 節 島根県海士町の生活基盤の再構築 

海士町の地域雇用政策により目指されているのは、UI ターン者や住民が住み続け

られる所得を得るための就業機会を提供することである。そのため、島で生まれる就

業機会から得られる所得で子育てをし、最終的に地域で最期を迎えることができる仕

組みづくりが行われている。2002 年に山内道雄氏が町長となり、住民集会の結果を

うけて海士町の非合併、自立路線の取組みが始まり、「島が生き残る」事を目的とす

る改革をおこなった。山内氏は、「島が生き残る」ことを「この島で人々が暮らすこ

と、暮らし続けること」であると定義している67。 

現金所得を得て生計を維持することや生活が維持できる環境を整備するために、社

会インフラの再構築が同時に行われている。また、社会システムづくり自体が、地域

雇用政策として新たな就業機会ともなっている。以下、行財政、教育、医療・福祉の

3 点の地域構造の再構築の取組みを整理する。 

 

                                                           
66 水産加工事業の支援については、2013 年 10 月 7 日海士町産業創出課大江和彦氏への

ヒアリング調査にもとづく。 
67山内道雄[2007]『離島発生き残るための 10 の戦略』生活人新書、136 頁。 
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①行財政構造 

海士町では、合併見送りの後、「海士町自立促進プラン」（2003 年度～中長期）

を策定し、早々に地域構造の再構成を開始した68。現在、海士町は 2009 年から 2018

年までの第四次総合振興計画を実施している。この計画策定には、UI ターン者を含

む住民組織である海士町の未来をつくる会が参加し、第四次計画は「島の幸福論」と

してまとめられている。また、総合振興計画の別冊として『海士町をつくる 24 の提

案』を作成し、海士町の未来や「島の幸福」を住民が個人、家族、集落、町全体で行

動を変化させることにより実現する方法が提示されている。例えば、地元食材の消費

拡大、やコミュニティへの参加、学校教育への協力などがあり、合計 24 の提案が掲

載されている。これらの提案は、海士町が持続するための行政と住民の間で取り決め

た、資源利用や社会制度の形成のための行動指針であると言える。 

海士町の自治体財政について 1996 年から 2010 年までの決算カードを整理し、行

財政面の地域課題を検討する。歳入（図 2）は地方交付税と地方債、国庫支出金を中

心とする構造である。地方税は人口減少などにより 1996 年から 2006 年まで減少傾

向を示しており、その後は若干の増減がみられるがほぼ一定である。1996 年以降、

財政の健全化の一つとして、地方債による将来世代に負担を転嫁する歳入構造の改善

に取り組んでいる。しかし、国庫支出金の削減時期と重なったこともあり、自治体の

歳入合計が減少し、2005 年には 1997 年の約 70％にまで歳入合計が減少した。歳出

内容をみると、1996 年から 2002 年までは公債費負担が大きい構造にある。元利償還

金が増加しており 2003 年には地方債残高が 14 兆円とピークに達した。性質別歳出状

況（図 2）では、地方債の元利償還金が財政を圧迫する状況がみられる。2004 年には

地方交付税削減による歳入の減少をきっかけに、同年より段階的に町長の大幅な給与

削減とそれにともなう職員の自発的な給与引き下げが実施された。この時の給与規定

の見直により、2005 年度には町長が 50%、助役 40%、教育長 40%、さらに、一般職員

でも最高 30%の給与削減を行なっている。このような行政の取り組みにより、住民も

危機感を共有し、路線バスへの高齢者補助やコミュニティ活動補助金等の縮小といっ

た緊縮財政への取り組みが行なわれた。その結果、2005 年度で人件費の削減効果と

して約 2 億円の削減を成し遂げ、子育て支援の拡充など、子育て世代向けの新たな制

度づくりも行なわれた69。 

町の性質別歳出（図 3）をみると、これらの改革が行われた 2002 年から 2005 年ま

で人件費、物件費といった義務的経費の削減も見られる。しかし、2005 年以降は、

                                                           
68合併白紙化後に速やかに行政改革が実施された背景の一つとして、1990 年代半ばから

青年会活動を通じて行政職員が組織化した、「夜なべ会」という自主的な勉強会を行って

いた。そこでは公共事業依存型の行政施策の転換や住民サービスに関する議論や、住民に

対する地域課題の聞き取り調査などを行い「行財政改革やるぞ計画」（1999～2003 年度）

を策定していた。この世代が係長等役職を持ち、地域公共人材として改革の現場で活躍す

るようになっていた。 
69

 「すこやか子育て支援条例」2004 年 10 月制定。 
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人件費は微増しており、職員数も増加している70。特に、総務・商工関係の職員数が

増加しており雇用の場として役場がその役割を果たしていることが分かる。また、建

設事業による投資的経費も支出されており、2005 年には CAS 凍結センターが建設さ

れるなど、産業創出事業も実施されていた。海士町では、地域再生計画にもとづく地

域雇用機会増大促進支援事業や実践型地域雇用創造事業（厚生労働省）、緑の分権改

革推進事業（総務省）、都市再生整備計画事業（旧まちづくり交付金）（国土交通

省）など国の事業を直接受けて、独自の施策を実施している。国の事業や過疎債を利

用した、起業や雇用創出の取組みが行なわれている。 

 

図 1 海士町の歳入 

 

図 2 海士町 性質別歳出（百万円） 

 

資料 総務省「平成 8 年～平成 22 年度市町村決算カード」より作成。 

                                                           
70 神崎[2013b]53-58 頁参照。 
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②教育 

海士町には、現在保育園 1 施設、町立小学校 2 校、町立中学校 1 校、県立高等学校

1 校がある。2007 年以前、隠岐島前高校は定員割れによる、統廃合が検討されていた。

大学進学を目指す生徒は、中学卒業以降は、親元を離れて松江市等の島外の高校に下

宿していた。島外の高校に進学する場合、下宿費等で 450 万円が卒業までに必要であ

り、子育て世代の家計の大きな負担となっていた。2007 年から島前高校の教育改革

を行い、島内の高校に進学しても大学進学を目指すことができるような教育プログラ

ムづくりが行われた。2009 年に「隠岐島前高等学校の魅力化と永遠の発展の会」を

設立した。また、2010 年からは「離島の高校魅力化」プロジェクトを実施した71。島

外からの留学者の増加を図るため、地域創造コースの創設や進学希望者に対し、質の

高い授業を行うための各種の取組みを行っている。 

具体的には、町営学習塾を運営し、有名大学を卒業した UI ターン者を講師とし採

用し学習支援の仕組みを作り、進学率を上げる取り組みを行った。また、島外の高校

生を「島留学」として受け入れる取組みを行ない、高校の教育水準の向上に取り組ん

だ72。学習内容の一環として、高校在学時に島内の地域活動への参加やフィールド調

査など地域問題に取り組むことで、地元を理解し潜在的な U ターン層となることが期

待されている。これらの教育改革は、国の補助事業を利用し実施されている。また、

事業実施に関わる人材として、学習指導や学校改革の企画コーディネーター等の新た

な就業機会となっている。現在、隠岐島前高校の学生数は学級数が増える程に増加し、

進学を希望する生徒も高校卒業時まで親元で生活できるようになった。このような高

校の改革は、将来的に町を支える人材育成を目的とした教育改革の一つである。 

また、海士町内の教育機関が連携し、それぞれが地元理解や自ら地域を作る意識を

もつための独自の教育プログラムを実施している。保育園では島内唯一の就学前教育

機関として、母親学級等を開催するとともに、小学校と連携し児童一人ひとりの情報

共有を図っている。小学校では、海士町こども議会を開催し、小学 6 年生が町長に自

分たちが考えた海士町をよくするための提言を発表し、その 6 割が実施されている。

中学校では、修学旅行で大学の出前講座を行い、海士町の生活環境課、交流促進課、

産業創出課、伝統工芸課の町職員として発表を行う。このように、地域の担い手であ

ることを各教育段階で経験することで、島外に進学・就職した後に、島に UI ターン

をする人材を育成している。 

  

③医療・福祉 

                                                           
71総務省過疎対策事業債（ソフト分）事業として実施された。2010 年度の事業費は 71.9

百万円（うち過疎債 33.6 百万円）。 

72 高校魅力化事業については、2012 年 6 月 10 日高校魅力化プロデューサー岩本悠氏へ

のヒアリング調査、保育事業に関しては 2013 年 10 月 7 日けいしょう保育園園長大脇洋

子氏へのヒアリングにもとづく。 
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海士町では、公営の国民健康保険海士診療所が唯一の医療機関である73。内科、小

児科医が常駐し、非常勤医師による精神科、整形外科の診療も行われている。また、

1986 年から糖尿病対策を実施しており、専門医による検診の実施など島外医療機関

と連携した地域医療体制を整備し、医療費抑制にも効果を挙げている。保健士と連携

した認知症の予防活動も行っており、精神科の往診も開始され、施設や在宅でのター

ミナルケアも実施されるようになった。また、精神科医が設置されたことを契機に、

NPO 法人が運営する障害者施設（就労継続支援 B 型事業所）「さくらの家」も役場敷

地内に設置された。最近では、診療所に CT を導入して島内で検査が行える設備を整

える他、隣の西ノ島町にある隠岐広域連合立隠岐島前病院との入院連携も行われてお

り、松江等への検査入院の負担を減らす取組みが行なわれている。 

居住福祉に関しては、UI ターン者向の多くが利用する独身向け、家族向けの定住

促進住宅の整備がなされている。その他に、海士町社会福祉協議会では、保健福祉セ

ンター「ひまわり」を運営し生活支援ハウス（居住部門）、デイサービス、ショート

ステイを行い、併せてホームヘルプサービス等の在宅医療を実施している74。その他

にも、高齢者向け介護付き居住施設「福来の里」、特別養護老人ホーム「諏訪苑」も

島内にある。これらの高齢者医療体制の整備により、海士町住民の 40％が在宅、

75％が町内で亡くなっており、90％が隠岐地域で亡くなっている 。濱見氏は、公立

病院を含む地域医療サービスの提供を維持するには、一定の人口規模を維持すること

が必要であると話しており、現在の人口規模を維持するためにも、UI ターンを含む

定住政策は必要であることを指摘する。 

  

小括 地域社会維持のための地域雇用政策 

 海士町の事例から、地域雇用政策が、①定住の前提条件としての移住者の職業キャ

リアにあった就業機会、②地域課題に取り組む人材の育成・転入、③教育、医療・福

祉、地域内経済循環の充実による生活基盤整備、といった多面的な意味を持っている

ことを明らかにした。 

第一に、海士町では、国の事業を利用した就業機会形成や起業支援が行われるとと

もに、海士町独自の就業機会形成、求人紹介といった雇用政策が実施されていた。ま

た、都市部での就業経験を持つ人材が選択しやすい職務内容が雇用機会として形成さ

れていること、役場の臨時職員等を増加させていること等も分かった。また、後継者

不足の問題を抱える第一次産業のマッチング事業も行なっている。第二に、地域産業

や生活サービスなどが抱える課題に取り組む人材を、地域雇用政策を利用し採用、育

成していた。第一次産業では、地産地消の取組みと加工による島外流通の拡大の両側

面から地域産業を支える構造を作っていた。その際の、加工技術を持つ人材や流通販

                                                           
73海士町の医療・福祉体制については、2013 年 10 月 7 日海士町健康福祉課課長濱見優子

氏へのヒアリング調査にもとづく。また、海士町国民健康保険海士診療所の取組みについ

ては橋本貴彦[2012]が詳しい。 

74 海士町社会福祉協議会の活動については、2013 年 10 月 7 日海士町社会福祉協議会事

務局長片桐一彦氏へのヒアリングにもとづく。 
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路拡大を行う人材を、地域雇用政策を通じて育成し、求職者にとって挑戦し易い条件

を提示し募集していた。また、移住後のミスマッチを防ぐために、地域で活躍できる

人物像を提示し、地域運営に関わることなど生活情報の提供も行っていた。第三に、

教育、医療・福祉の充実を図り、離島であることで生じる生活費の負担増を抑える工

夫がなされていた。また、持続的な地域の実現のための地域構造作りの中で、雇用や

就業機会が生まれている状況が見られた。 

このように、海士町の地域雇用政策は、就業機会形成を「地域の生き残り」に結び

つけながら多面的に活用していた。単なる雇用機会の提供ではなく、海士町で得られ

る所得で生活維持ができる環境整備の手段としても、地域雇用政策を行っていたと言

える。言い換えると、地域経済や生活基盤整備、社会参加の手段として就業機会を利

用しており、定住の条件を地域雇用政策により整備しているといえる。  
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終章 研究の総括と現在の地域雇用政策の課題 

 

本研究では、住民の生活維持のための所得形成手段や地域の共同体的機能、生活基

盤としての社会的サービスの持続といった課題に対する、地域雇用政策の機能や役割

について明らかにした。その際、生活や地域社会の維持のために地域レベルの社会構

造の再構築の必要性を問題視角として示し、地域雇用政策が事業創出と人材供給を行

うことによって、社会課題の変更に意義を持つ可能性について検討した。特に、人口

減少や高齢化の問題を抱える地域では、生業の衰退による生計維持の困難と社会連帯

を含む生活基盤の脆弱化により、住民の生活や地域社会が維持困難となる問題が先鋭

的に現れている。このような課題先進地域の事例として、本稿では条件不利地域を事

例研究の対象として、雇用就業機会の形成がどのように地域システムに変化を与えた

かという点を分析した。 

まず、第 1 章、第 2 章では、現在の地域雇用政策が形成される社会的背景を明らか

にするため、戦後以降の雇用政策と地域開発政策の展開と両者の近接の過程、またそ

れらが統合的に扱われる中での内容の変化について政策形成の視点から歴史的な整理

を行った。第 1 章では、戦後復興期から 1987 年の地域雇用開発等促進法制定まで、

特に地域単位に着目した雇用対策を中心に雇用創出や労働力移動の促進等の政策内容

の変遷を取り上げた。戦後復興期以降、国民国家を経済単位とし、国家による経済優

先の成長戦略がとられる中で、失業対策を含む雇用政策や地域開発がその機動力とし

て、また成長戦略により生まれた歪みを調整するための施策として実施された。雇用

政策については、その基本方針は国による労働市場管理であり、1966 年の雇用対策

法に示される「完全雇用の達成」が目標とされた。具体的には、国が全国的な労働市

場に対し、経済成長による雇用吸収を背景とする活発な労働需要に対し、労働力移動

の促進や人材育成・職業訓練による労働力供給を行い、またその一方で、労働力需要

が低下した際には企業の雇用維持に対する補助や公共事業による雇用吸収を行うとい

った方法を用いて需給調整行っていた。1987 年までの地域を実施単位とする雇用政

策は、旧産炭地等の失業課題が深刻な問題地域への個別対策として国家により実施さ

れていた。同様に、地域開発も、国土計画に基づく国家レベルの経済成長戦略を、地

域単位で実施するためのものであった。国土計画による拠点地域の工業開発が進めら

れる一方で、既に 1960 年代には過度の人口移動により農村地域の過疎化問題が現れ

ていた。1980 年代に国際分業体制の変化による構造不況業種や地域の問題、貿易摩

擦に伴う国際化農業への転換により、人口の過剰流出や地域経済の疲弊の問題はより

深刻化した。このような地域産業構造の変化により大量に発生した失業や経済状況の

後退に対し、地域単位の経済政策とそれに連携した雇用対策の必要性が認識されるよ

うになった。このような背景から、地域単位で発生する雇用問題や経済課題に対し

て、地域開発計画と雇用計画の両者を連携させた事業を実施するため、1987 年に地

域雇用開発等促進法が制定された。あくまで国の雇用政策や国土計画の中で生まれ

た、地域単位の課題対応策としての位置付けであったが、地域単位で経済・産業政策

と雇用政策が連携することに取り組む点が 1987 年の法整備の意義であったと言え

る。 
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第 2 章では、現在の地域雇用政策の特徴を明らかにするために、地域雇用開発等促

進法制定以降の国と地域の関係性の変化と、2000 年以降の地域雇用政策の政策形成

主体と事業内容の変化について整理した。1990 年代以降の地域経済の状況は、知識

経済化による産業構造の変化とバブル崩壊以降の長期的な経済の低迷により、失業率

の上昇と都市への産業と人材の集中による地域間格差の拡大が顕在化していた。ま

た、政治的には 1990 年代以降地方分権化による国と地方の行財政改革の取組みが行

われ、2000 年に地方分権一括法が施行され、地方分権改革が行われた。雇用政策も

分権化により地方の役割の見直しが行われた。具体的には、雇用課題に地方自治体が

責任主体としてかかわる努力義務が課せられ、地域ごとの雇用課題を政策に反映する

ことが求められるようになった。地方自治体にも努力義務を求めたことは、戦後一貫

して国家の責任として担われてきた雇用政策の大きな変革点であった。このような背

景から、産業構造の変化や雇用政策への地方自治体への関与の拡大により、産業集積

や地域資源をもとにした地域レベルの産業開発や、生活圏の課題に取り組む NPO や社

会的企業によるコミュニティビジネスによる雇用吸収が地域雇用政策の対象として注

目されるようになった。特に、2005 年に地域再生法が施行されて以降、地域雇用政

策は、地域再生に関わる地域経済、産業の創出、福祉政策の課題と、失業対策を含む

雇用政策の課題との領域を統合的に扱う政策として、独自の意義を持つようになっ

た。その際には、地域内の労働力の育成や事業主に対する支援等、従来の雇用政策が

持っていた労働力需給調整の手段だけでなく、事業環境に関する調査等の事業創出支

援を、地域雇用政策のメニューとして取り入れ、就業機会を創出するための包括的な

支援が行われるようになった。このような中で、生活・福祉等に関わる地域課題解決

への取り組みが地域再生計画の中に取り入れられ、地域雇用政策と連携して実施され

ることにより地域の生活基盤の再構築に取り組む事例も見られるようになった。 

第 3 章、第 4 章では、地方分権改革が行われた 2000 年以降の地域雇用政策におい

て、生活基盤や社会の維持の事例を観察した。第 3 章では、石川県珠洲市の人口減少

と高齢化が著しい農村地域において実施した生活実態調査をもとに、地域に新たな就

業機会と労働力供給を生み出した地域雇用政策が、地域社会や住民生活にもたらす意

義を明らかにした。そこでは地域雇用政策に関わる事業を実施し、住民が株主として

参加する「株式会社 N」における就業機会を創出する事で、地域に住む年金受給者世

代に対する家計補助的な所得形成機会と、家族内多就業の一つとして労働力世代が就

業するフルタイムの雇用機会の 2 つの就業形態が生み出されていた。また、住民参加

型の株式会社が設立されたことによる、地域ガバナンスの変化にも着目した。その一

つとして、相互扶助の弱体化により、生産設備の共同利用やこれまで住民生活の中で

家族や近親者の負担に転嫁されていた地域に住むための生活課題が、「株式会社 N」

の追加的サービスとして提供され、就業者がその担い手となっている様子が見られ

た。しかし、事例地域では次世代の新たな人口流入は見られず、高齢化率が上昇し続

けており、地域社会の生活課題に継続的に対応するための構造が必要とされている。 

第 4 章では、島根県海士町を事例に、地域雇用政策がもたらす多面的な効果を検証

した。海士町では、以下の 4 点の特徴が見られた。①地域内に生活可能な所得形成機

会が生まれた成果として、子育て世代の UI ターンが現れたこと、②都市部等での就
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業経験を持つ移住者を獲得し、地域社会維持の担い手と新たな事業創出に関わる人材

の両方の確保を可能としたこと、③医療や福祉、教育等の生活サービスの整備、住宅

提供といった地域の生活基盤の再整備を行い、移住者が地域内で得られる所得で生活

可能な生活基盤の整備がなされたこと、④子育て世代や高齢者が住み続けるための生

活関連サービスが新たな就業機会となっていること、⑤求人情報では職務内容だけで

なく、地域の生活環境や地域内での役割等を含む移住後の生活や人物イメージを情報

として提供していた。海士町の事例からは、UI ターン等移住を検討する際に、雇用

機会が地域に存在することは動機として機能する。その上で、多くの移住者が住むこ

とを決定する際には、世帯の家計所得と生計費用の見通しが、当該地域の生活基盤の

上で維持可能であるかということへの検討が不可欠であり、この点が海士町に多くの

移住者が見られる要因と考えられる。海士町では、新たな事業創出支援だけでなく、

このような地域の生活基盤整備に対しても地域雇用政策関連事業を活用し、役場職員

や委託事業職員などといった事業推進人材の雇用と結び付けていた。 

以上の政策形成の歴史的経緯と現在の地域雇用政策の特徴から、地域内の事業や産

業の開発に関わる点、労働力の需給調整のための就業機会形成を行う点で、地域経済

や社会構造、住民生活に関わる政策であると言える。その上で、条件不利地域等の生

活や社会の維持が困難となっている課題に対して、現在の地域雇用政策が果す意義に

ついて検討を行う。条件不利地域の生活課題としては以下の 3 点が挙げられる。第一

に、賃労働機会の不足である。これは、地域の生産条件の不利性から起きるものであ

る。この現金収入の不足を補完する機能として、自給的農業生産や親族や共同体の相

互扶助が、弱体化しながらも物質的、非物質的両面の生活の安心の基盤として機能し

ている。第二に、共同体機能の低下である。従来労働力や現物の互助によって担われ

てきた、共同体の冠婚葬祭や日常生活の安心、安全にかかわる相互扶助機能が低下

し、水田や浜など地域資源の共同管理と利用の仕組みが維持できなくなっている。こ

れらの機能の一部は既に貨幣経済化しており、住民は地域生活のための現金支出の負

担を負う。共同体は基本的生活条件を支えており、市場化・貨幣化された後も支出の

節約が難しい。また、共同体機能の弱体化の影響受け、稲作等の生産条件が悪化して

いる状況がある。第三に、生活関連サービス等社会資本の不足といった、生活基盤の

弱体化である。過疎高齢化地域では、就業機会の不足による労働人口の流出と、生活

サービスの撤退によるサービス需要者の流出という二重の過疎化問題が存在してい

る。具体的には、過疎地域から買い物や医療福祉等の生活サービスが撤退しているこ

とにより、金銭的、物理的負担を理由に地域での生活困難が生じ、転出を選択せざる

を得なくなっている。生活サービスの撤退による利用者への負担転嫁は、現金収入が

少ない高齢者にとっては特に大きな経済負担となっており、介護等の生活サービス利

用を抑制する傾向につながっている。また、UI ターン者にとっては、生活サービス

の不在の問題は通学等を含む子育てや教育関連支出の負担増加などを意味し、定住を

選択する上での阻害要因となる。事例地域の地域雇用政策では、住民が主体となるこ

とで、地域課題の顕在化や課題解決に結びつけ、共同体機能の再編につなげていた。 
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このような条件不利地域に対して、地域雇用政策はどのような役割と機能を示しう

るのだろうかということを検討した。条件不利地域における地域雇用政策の意義とし

て仮説的に一般化したものが図 1 である。 

 

[図 1]条件不利地域における地域雇用政策の意義 

 

出所：筆者作成。 

 

同図では、条件不利地域の生活と地域社会の維持という課題に対し、地域雇用政策

による取組が与える影響を図式化している。現在の地域雇用政策は、①地域の主体的

役割と地方自治体等が計画策定、実施、評価を担うこと、②地域経済、産業政策、福

祉課題に取り組む統合的な領域を扱う政策体系をもつこと、③事業者支援、人材育

成、創業支援といった地域の雇用需給にかかわる総合的な事業内容であること、とい

った特徴を持っている。このような特徴を持つ、地域雇用政策が生活や社会の維持に

対して固有の意義を持つか、ということが本研究の課題であった。そのため、事例研

究では地域で生活し続けることや社会の維持が困難になっている状況がある地域にお

ける地域雇用政策が果たす役割や機能を観察するため、生産条件の不利性や共同体機

能の低下、生活関連サービス等の社会インフラの弱体化といった構造的課題を抱えて

いる条件不利地域を分析対象とした。 

そこで地域雇用政策が果していた意義として明らかになったことは、以下の 3 点で

あった。第一に、現金所得の獲得機会を生んだという側面である。事例とした 2 地域

では、地域雇用政策を利用し、地域社会で生活をし続けることを目的とする就業機会

が作られることになった。事例地域では、商品・サービスの購入、自給的な生産や交

換といった非貨幣経済的活動のための費用、社会的関係性の中での相互扶助など、現

金収入は多様な意味を持っていた。その中で、就業者が必要とする所得をどう維持す

るか、という観点から事業が創業され、かつ運営されていた。このように、地域生活

に必要とされる所得形成、という観点から就業機会が作られていることが観察され

た。現金所得の必要額は、個人の資産状況や生産条件の有無、社会関係、世帯のライ

フステージや地域の生活基盤となる社会資本整備の状況により異なると考えられる。

多様な生活条件とそこで生活するための所得形成を、地域単位で自治的に行う枠組み

を持つ点が、地域雇用政策の 1 つ目の特徴である。 

①地域生活に必要な所
得と貨幣経済循環

②新たな社会的紐帯と
地域経営

③地域の生活と社会の
維持可能性への貢献

②共同体機能の再編成
→地縁型組織から目的型組織
への再編

→地域産業/生業の育成支援
→地域ガバナンスの変化

①所得形成（現金収入）
・個人や世帯の
家計維持/家計補助

→市場供給サービス（衣食住、
医療介護、教育）の購入費用
→貨幣化された共同体機能へ
の対応（冠婚葬祭、交際費等）
→自給的生産活動（食糧生産、
生きがい就労）への投資

地域雇用政策の
固有の意義

条件不利地域の構造的課題

①生産条件
・企業立地、産業立地
・農林業の低生産性
②共同体機能の低下
・相互扶助機能（物品・労力の交
換、互助、等）
・共同作業（生産手段や地域資
源の共同利用・共同管理）

③生活関連事業の撤退
生活基盤の脆弱化

・地
域
社
会
の
維
持
困
難

・住
み
続
け
る
こ
と
の
困
難

現在の
地域課題

③生活関連サービスの再生
→教育、福祉、情報等の社会
インフラの再構築

・地域が雇用政策に積極
的に関わること

・雇用、経済（産業）、福
祉政策の領域を統合す
る政策であること

・労働力の育成、事業支
援、新規事業創出までを
対象とする総合的政策で
あること

地域雇用政策の
枠組み
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第二に、共同体機能の再編成の可能性があるという点である。地域雇用政策が事業

創出から労働者の需給までを内容に含む総合的な政策であることから、地域に無い事

業を新たに作ることが可能となる。このことは、地域課題となっている福祉サービス

の不足等の、現在ない事業を新たに生み出すことを可能とする。その際、集落や基礎

自治体といった住民が参加し、合意形成に関わる仕組みを持つ単位で、自治的な運営

を行うことにより、課題の共有が可能になる。地域雇用政策にはこうした共同体の担

い手創出・育成という側面も期待される。また、参加の仕組みと生活課題に応えるサ

ービスの運営が、社会的紐帯の再構成にも繋がっていた。一方、自治的単位が事業経

営を担う場合、事業を持続させるため、地域主体に経営戦略や事業創出の工夫が求め

られる。このような、事業の担い手となる人材をどのように地域が獲得するかという

点において、移住者を積極的に受け入れる海士町の事例は示唆的であった。 

第三に、地域課題や生活サービスの事業化による、新たな就業機会の形成が、地域

社会の生活基盤の再整備に繋がる点である。この点は、第二の特徴と重なる点を持つ

が、地域課題の事業化が、新たな就業機会となり UI ターン者等都市部での就業経験

を持つ人材の還流の機会となりえる。第 4 章の海士町の事例では、地域で得られる所

得で、生活維持が可能な住環境が地域雇用政策の活用により形成されていた。条件不

利地域では、知識経済化された産業や求人は表面化されていないが、潜在的には流通

や宣伝、教育サービスに関する課題を抱えており、それらの課題を顕在化させ事業と

することで新たな就業機会を創出できる。また、条件不利地域では、過疎化による社

会インフラの統廃合により教育や医療、福祉サービス等へのアクセスが困難になる傾

向がある。このような生活課題を新たに事業として、人が働く場に置き換えていくこ

とで、就業機会形成と生活基盤の再構築につなげることが可能性となる。農村地域で

は持ち家や土地所有率が高く、自給的生産が可能なことによって生計費が小さくて済

む面もあるが、過疎化が進行すると生活維持のための支出のみならず、教育や医療等

の追加的家計負担が生じ、最終的に地域から退出せざるを得ない状況も生まれてい

る。地域で生活し続けるための条件整備を、生活基盤にかかわるサービスとして就業

機会につなげることが、地域雇用政策の枠組みでは可能である。 

本研究では、以上のような地域雇用政策による生活と社会の維持に果す固有の意義

を確認した。地域における住民の生活維持と社会の維持という課題は、現在の地域雇

用政策やそれと連携する地域再生計画の中では明確には掲げられてはいない。例えば

政策評価の側面での課題を指摘することができる。現在、地域雇用政策に対する評価

では、厚生労働行政の使命の下で①説明責任の徹底、②国民本位の効率的で質の高い

行政の実現、③アウトカム指標の重視、④総合的・戦略的な事業実施、以上の 4 つの

目標に対する成果を厚生労働省が政策評価として実施しているのみである。③のアウ

トカム指標に関しては、「経済社会の発展や国民生活の向上等国民的視点に立った成

果」の評価を行うものとして、本質的な事業の成果を評価対象とする方法とされてい

る。しかし、地域雇用政策に関する平成 22 年の実績評価書では、事業実施による継

続的な事業と雇用の状況、事業創出により生まれた新たな雇用者数、事業実施による

求職者就業状況、の 3 指標がアウトカム指標として掲げられているのみであり、事業
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実施による地域の雇用改善が評価対象とされているに留まっている75。本研究の成果

として、地域雇用政策が単に地域の失業対策や事業創出としての成果だけではなく、

住民が自らの生活と地域社会を維持することに意義を持つことを明らかにした。その

際の展開は、雇用者数の増加や事業規模によって評価しうるものだけでなく、社会的

紐帯の再編成など地域ごとに多様な展開を持っていた。地域という多様性を持つ単位

が政策単位となる地域雇用政策においては、その政策評価においても、一様ではあり

得ないと言えるのである。 

 

  

                                                           
75

 厚生労働省「地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図る

こと」について：平成 22 年度 実績評価書(平成 21 年度の実績の評価）（2014 年 6 月 5

日 ア ク セ ス ） 。

（http://www.mhlw.go.jp/wp/seisaku/jigyou/10jisseki/dl/hyouka/4-2-1.pdf） 
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